
３．質保証システムの見直しに係る検討
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（参考）これまでの中央教育審議会における指摘等

「大学の質保証に係る新たなシステムの構築について」（平成14年８月）

第１章 基本的な考え
４ 改革の方向性

以上のことを踏まえ、国の事前規制である設置認可を弾力化し、大学が自らの判断で社会の変化等
に対応して多様で特色のある教育研究活動を展開できるようにする。それとともに、大学設置後の状況
について当該大学以外の第三者が客観的な立場から継続的に評価を行う体制を整備する。これらのこ
とにより、大学の自主性・自律性を踏まえつつ、大学の教育研究の質の維持向上を図り、その一層の活
性化が可能となるような新たなシステムを構築することとする。

「中長期的な大学教育の在り方に関する第１次報告－大学教育の構造転換に向けて」（平成21年６月）

大学教育において保証されるべき質の対象には、学生、教育課程の内容・水準、教員、研究者、教育・
研究環境の整備状況、管理運営方式など、様々な要素がある。

その上で、最終的に保証されるべきは、学生の学びの質と水準である。その保証はそれぞれの大学が
責任を持つことが大前提である。
（略）

公的な質保証システムが担うべき役割は、各大学での自主的・自律的な取組を前提とし、それが実質的
に機能するよう制度としてかくじつなものとすることである。



56

「中長期的な大学教育の在り方に関する第４次報告」（平成22年６月）

（大学教育の質保証）
…大学教育で保証されるべき質は、学生の学びの内容と水準であり、社会や学生のニーズが多様

化・複雑化している中、その質を保証するため、以下の２つの観点を踏まえた施策や事業展開が重要
と考えられる。
① 大学教育が、学位を与える課程（プログラム）として構成されることに着目した質保証。
② 各大学の個性・特色に基づく機能別分化の推進

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成30年11月）

（保証すべき教育の質）
…質保証システムを再構築するに当たって、保証すべき高等教育の質とは何か、ということを問い直

す必要がある。どのような大学が学修者の視点から見た質の高い大学であるかについては、学修者
の個々のニーズに基づく観点があるため、一概に言うことはできないが、何を学び、身に付けることが
できるのかが明確になっているか、学んでいる学生は成長しているのか、学修の成果が出ているの
か、大学の個性を発揮できる多様で魅力的な教員組織・教育課程があるかといったことは、重要な要
素となる。

これらについては、高等教育機関は自らの「強み」として発信・情報公表を徹底することが求められる
とともに、設置認可の段階においても、認証評価の段階においても
確認されるべき質の根本的な要素だと考えられる。



高大接続改革 ： 「三つのポリシー」に基づく大学教育改革の実現に向けて

・生涯学び続け、主体的に考える力を持ち、未来を切り拓いていく人材を育成する大学教育の実現

・大学教育の「入口」から「出口」までを一貫したものとして構築し、高等学校や産業界をはじめ広く社会に発信
大学教育の充実に向けた
PDCAサイクルの確立

各大学の教育理念を踏まえ、
一貫性あるものとして策定

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）
学生が身に付けるべき資質・能力の明確化

＜PDCAサイクルの起点＞

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）
体系的で組織的な教育活動の展開のための教育課程編成、

教育内容・方法、学修成果の評価方法の明確化

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）
入学者に求める学力の明確化、
具体的な入学者選抜方法の明示

≪学校教育法施行規則の改正≫

全ての大学等において、以下の三つの方針を一貫性あるものとして策定し、公表するものとする。

①卒業認定・学位授与の方針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針
（平成29年４月１日施行）

大学教育の

質的転換

各大学の建学の精神や強み・特色等を踏まえた自主的・自律的な三つのポリシーの策定と運用の参考指針

≪三つのポリシーの策定及び運用に関するガイドライン≫

（主な内容）
・ 三つのポリシーの策定単位は、学位プログラム（授与される学位の専攻分野ごとの入学から卒業までの課程）を基本に、各大学が適切に判断。

・ 各大学において、

①卒業までに学生が身に付けるべき資質・能力を示すディプロマ・ポリシーと、それを達成するための教育課程の編成・実施の在り方を

示すカリキュラム・ポリシー、②これら二つのポリシーを踏まえて学生を受け入れるためのアドミッション・ポリシーを、それぞれ策定。

・ 三つのポリシーに基づく大学教育の諸活動を実施するとともに、その結果の自己点検・評価とそれを踏まえた改善に取り組み、大学教育の

内部質保証システムを確立。

・ 三つのポリシーとそれに基づく教育の実績等を分かりやすく積極的に情報公開することで、高校の進路指導を改善するとともに、産業界から

の理解を得て連携を強化。

57



教学マネジメント指針の概要
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教学マネジメントの確立に資する事例の把握等に関する調査研究

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申） 」での提言を踏まえ、中央教育審議会大学分科会では、令和２年１月に「教学
マネジメント指針 」を策定した。教学マネジメントの確立に当たっては、学修者本位の教育への転換という目標に向け、様々な教育改善
の取組を有機的に組み合わせて実現する必要があることから、従前のいわゆる「供給者目線」で教育を提供してきた大学がゼロベースで
教学マネジメントの確立に向けた取組を進めるには多大な困難が伴うことが予想される。
そのため、文部科学省としては、教学マネジメントの確立の観点から全国の大学にとって参考となる先進的な取組事例を収集し、その普
及を図ることを目的に、好事例集として取りまとめる。

調査目的

教学マネジメントの確立の観点から特徴的な取組を行っている大学を選出し、当該取組と教学マネジメント指針における各プロセスとの対
応関係を明らかにしながら、当該取組の具体的な内容を好事例として収集した。

このうち、特徴的な事例を選定し、教学マネジメント指針に関するＰＲ映像の制作を行った。

【PR映像あり】
・立命館大学
・桜美林大学
・国際基督教大学
・山形大学
・金沢工業大学

調査方法

【事例集のみ紹介】
・筑波大学
・横浜国立大学
・愛媛大学
・山梨県立大学
・共愛学園前橋国際大学
・東京都市大学
・北陸大学
・関西大学
・独立行政法人国立高等専門学校機構

大森 昭生 共愛学園前橋国際大学 学長
沖 裕貴 立命館大学教育開発推進機構 教授
小林 浩 リクルート進学総研 所長

リクルート「カレッジマネジメント」編集長
小林 雅之 桜美林大学総合研究機構 教授

◎日比谷 潤子 学校法人聖心女子学院 常務理事

※五十音順、敬称略。◎は座長

■検討委員名簿■
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（参考）教学マネジメント指針の事例集について、本調査研究報告書及び事例紹介動画を文部科学省ＨＰに掲載
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1411360_00001.html



■好事例と教学マネジメント指針との関係整理

好事例として収集した各大学の取組について、教学マネジメント指針におけるⅠ～Ⅴのプロセス及びそこで述べられている取組等との
対応関係をマッピングした。

大学全体 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

学位プログラム 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

授業 〇 〇 〇 〇 〇

取組

アセスメ

ントプラ

ンの作成

学修目標

の明確化

教育点検

評価（モ

ニタリン

グ）の実

施

カリキュ

ラムマッ

プ・カリ

キュラム

ツリーの

策定

アドバイ

ザー制度

建学の理

念やDP

に則した

教育課程

の編成

授業科目

の精選・

統合

学期制の

見直し

成績評価

基準の明

確化

GPA制度

学生アン

ケートの

実施

授業評価

アンケー

トの実施

アセスメ

ントテス

トの実施

ポート

フォリオ

の活用

ルーブ

リックの

作成

ＦＤ・

SDプロ

グラム

マネジメ

ント層へ

のFD・

SD

教育支援

セン

ター・学

修支援セ

ンターの

設置

教学IR部

門、教学

マネジメ

ント部門

の設置

学生情報

の共有化

組織対組

織の情報

交換

インター

ネット上

での学生

の情報発

信

情報公表

における

データ活

用

立命館大学 〇 〇 〇 〇

桜美林大学 〇 〇 〇 〇

国際基督教大学 〇 〇 〇

山形大学 〇 〇 〇

金沢工業大学 〇 〇 〇

筑波大学 〇 〇 〇

横浜国立大学 〇 〇

愛媛大学 〇 〇 〇 〇 〇

山梨県立大学 〇 〇 〇

共愛学園前橋国際大学 〇 〇 〇 〇

東京都市大学 〇 〇 〇 〇 〇

北陸大学 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

関西大学 〇 〇 〇 〇

国立高等専門学校機構 〇 〇 〇 〇

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
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■事例の紹介例①

立命館大学では、機関レベル、プログラム・レベル、科目レベルでアセ
スメント・プランを策定し、検証を行うことを求めている。

プログラム・レベルでは、策定したアセスメント・プランに則って、大
学教育の成果を点検・評価する。各学部・学科は、まず１年間の計画を
立て、その中でアセスメント・プランに則り、できるだけ数値化できる
目標設定を行う。

この目標は、目標達成を測る評価指標・評価基準を備え、それに基づき
達成度を把握するように設定される。当大学では、このような明確な指
標・基準に基づいて目標設定や評価を行う、言わば「評価文化」が根付
きつつある。

立命館大学：プログラム・レベルでのアセスメント・プランの作成（Ⅰ「三つの方針」を通じた学修目標の具体化）

桜美林大学では、大学全体のDPを策定、これに基づいて各学群（学部
相当）・専攻プログラム等（学科相当）においてもDPを策定してい
る。これらのDPに則った形で各学群・専攻プログラム等のカリキュラ
ムマップを策定している。

上述のようなカリキュラムマップは、学生の履修の目安とはなるが、具
体的にどのような科目を履修していった方が良いかなど具体的な資料に
はなりにくい。そこで、当大学では、DP及びカリキュラムマップに
則った形で、各学群・専攻プログラム等の履修モデルを作成。

履修モデルは、学生個々人の志向によっては調整が必要になる。そこ
で、学生がスムースに調整が行えるように、アドバイザー制度を活用し
ている。

桜美林大学：カリキュラムマップの策定、履修モデル・アドバイザー指導（Ⅱ授業科目・教育課程の編成・実施）

アセスメント・プラン
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■事例の紹介例②

授業効果調査は毎学期の最終回に実施する。本アンケート調査では、自
分がどのようにこの授業に取り組んだか（この授業のためにどの程度の
勉強をしたか、どのような能力を身につけられたかなど）、また授業
そのものに対する評価（この授業に触発されたか、教員の課題に対する
フィードバックは適切だったかなど）の設問を設けている。

国際基督教大学：授業効果調査（Ⅲ学修成果・教育成果の把握・可視化）

山形大学の次世代形成・評価開発機構は平成２８年に設置された学長直
下の組織である。これと対になる組織として学士課程基盤教育機構があ
る。この両組織で大学の教育に係るPDCAサイクルをまわしている。

山形大学次世代形成・評価開発機構IR部門には２つのミッションがあ
る。ひとつは、IR（Institutional Reserch）であり、もうひとつはIE
（Institutional Effectiveness）である。IEとは、IR機能を活用して効果検
証を行い、大学コミュニティとして継続的改善の循環プロセスを実行す
ることであり、PDCAサイクルをまわすことがミッションである。IRだ
けを行っていてもその結果が活かせなければ意味がないので、IEを意識
した活動を大学全体で推進している。

山形大学：次世代形成・評価開発機構IR部門（Ⅳ教学マネジメントを支える基盤）

プロジェクトデザイン教育等では、関係者や資金提供者に対して活動報
告を行っていたが、同時に学生の出身高校や保護者などに報告範囲を広
めていき、現在のステークホルダー交流会に発展。

各PJの報告会を実施時期を集約して多くのステークホルダーに多くの学
生の発表を見ていただく「ステークホルダーウィーク」として開催。

金沢工業大学：ステークホルダー交流会（ステークホルダーウィーク）の実施（Ⅴ情報公表）
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○ 第10期の議論において「質保証システム全体について／質が保証されている大学とは」と
いうテーマに基づき議論。その際にも、設置基準・設置認可審査、認証評価、情報公表に関
係する意見が出されている。

○ これらの意見も踏まえつつ、「客観性の確保」「透明性の向上」「先進性・先導性の確保
（柔軟性）」「厳格性の担保」の観点から各制度を検討した際に考えられる課題や問題点は
どのようなことが考えられるか。

（１）質保証システムの見直しに当たっての検討
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① 大学設置基準・設置認可審査制度
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（大学設置基準）
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大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）
（趣旨）

第一条 大学（短期大学を除く。以下同じ。）は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）その他の法令の規定によるほか、この省令の定めると
ころにより設置するものとする。

２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。

３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上を図ることに努めなければならない。

◆総則◆

○趣旨
○教育研究上の目的
○入学者選抜

○学部・学科・課程
○学部以外の基本組織

○教員組織
○授業科目の担当
○専任教員

◆教員組織◆

◆教育研究上の基本組織◆

◆収容定員◆

○学長、教授等の資格

◆教員の資格◆

○収容定員

○事務組織
○厚生補導の組織

◆共同教育課程に関する特例◆

◆事務組織等◆

○校地・運動場・校舎等施設
○校地・校舎面積基準
○図書等の資料及び図書館
○附属施設
○機械・器具等

◆校地、校舎等の施設及び設備等◆◆教育課程◆

◆卒業の要件等◆

○教育課程の編成方針・方法
○単位
○授業期間
○授業の方法
○成績評価基準等の明示
○組織的な研修
○昼夜開講制

○単位の授与
○履修科目の登録の上限
○他の大学の授業科目の履修、大学

以外の教育施設等における学修、
入学前の既修得単位の認定

○長期履修・科目等履修生
○卒業の要件

◆卒業の要件等◆

◆国際連携学科に関する特例◆

◆雑則◆

○外国に設ける組織
○段階的整備

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）
第三条 学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定める設備、編制その他に関する設置基準に従い、

これを設置しなければならない。

第八条 校長及び教員（教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）の適用を受ける者を除く。）の資格に関する事項は、別に法律で定める
もののほか、文部科学大臣がこれを定める。

大学設置基準の概要
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教育基本法（平成十八年法律第百二十号）（抄）

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して

新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するも

のとする。

２ 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなけれ

ばならない。

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄）

第八十三条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究

し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することによ

り、社会の発展に寄与するものとする。

大学の役割に関する法令上の規定
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大学設置基準について（総則）

（趣旨）
第一条 大学（専門職大学及び短期大学を除く。以下同じ。）は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）
その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するものとする。

２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。
３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向

上を図ることに努めなければならない。

（教育研究上の目的）
第二条 大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に定
めるものとする。

（入学者選抜）
第二条の二 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。

（教員と事務職員等の連携及び協働）
第二条の三 大学は、当該大学の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学の教員と事務
職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働によりその職務が
行われるよう留意するものとする。
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(学部)
第三条 大学は、学部は、専攻により教育研究の必要に応じ組織されるものであつて、教育研究上適当な規模内
容を有し、教員組織、教員数その他が学部として適当であると認められるものとする。

（学科）
第四条 学部には、専攻により学科を設ける。
２ 前項の学科は、それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織を備えたものとする。

（課程）
第五条 学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合には、学科に代えて学生の履

修上の区分に応じて組織される課程を設けることができる。

（学部以外の基本組織）
第六条 学校教育法第八十五条ただし書に規定する学部以外の教育研究上の基本となる組織（以下「学部以外の

基本組織」という。）は、当該大学の教育研究上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められるもの
であつて、次の各号に掲げる要件を備えるものとする。
一 教育研究上適当な規模内容を有すること。
二 教育研究上必要な教員組織、施設設備その他の諸条件を備えること。
三 教育研究を適切に遂行するためにふさわしい運営の仕組みを有すること。

２ 学部以外の基本組織に係る専任教員数、校舎の面積及び学部以外の基本組織の教育研究に必要な附属施設の
基準は、当該学部以外の基本組織の教育研究上の分野に相当すると認められる分野の学部又は学科に係るこれ
らの基準（第四十五条第一項に規定する共同学科（第十三条及び第三十七条の二において「共同学科」とい
う。）及び第五十条第一項に規定する国際連携学科に係るものを含む。）に準ずるものとする。

３ この省令において、この章、第十三条、第三十七条の二、第三十九条、第四十六条、第四十八条、第四十九
条（第三十九条の規定に係る附属施設について適用する場合に限る。）、別表第一、別表第二及び別表第三を
除き、「学部」には学部以外の基本組織を、「学科」には学部以外の基本組織を置く場合における相当の組織
を含むものとする。

（参考）学校教育法
第八十五条 大学には、学部を置くことを常例とする。ただし、当該大学の教育研究上の目的を達成するため有
益かつ適切である場合においては、学部以外の教育研究上の基本となる組織を置くことができる。

大学設置基準について（教育研究上の基本組織）
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（教員組織）
第七条 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類及び分

野に応じ、必要な教員を置くものとする。
２ 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制を確保し、教育研究に

係る責任の所在が明確になるように教員組織を編制するものとする。
３ 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定の範囲の年齢に著し

く偏ることのないよう配慮するものとする。
４ 大学は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必要な教員を置くものと

する。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障のないよう、原則として専任の教授又は准教
授を少なくとも一人以上置くものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限りでない。

（授業科目の担当）
第十条 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）については原則として専任の

教授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は助教（第
十三条、第四十六条第一項及び第五十五条において「教授等」という。）に担当させるものとする。

２ 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業科目については、なるべく助手に補助させるものとする。

（専攻分野における実務の経験及び高度の実務の能力を有する教員）
第十条の二 大学に専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する

教員を置く場合であつて、当該教員が一年につき六単位以上の授業科目を担当する場合には、大学は、当該教
員が教育課程の編成について責任を担うこととするよう努めるものとする。

（授業を担当しない教員）
第十一条 大学には、教育研究上必要があるときは、授業を担当しない教員を置くことができる。

（専任教員）
第十二条 教員は、一の大学に限り、専任教員となるものとする。
２ 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に従事するものとする。
３ 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学における教育研究の遂行に

支障がないと認められる場合には、当該大学における教育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教
員とすることができる。

大学設置基準について（教員組織①）
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（専任教員数）
第十三条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教

授等の数（共同学科を置く学部にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表

を適用して得られる教授等の数と第四十六条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計し

た数）と別表第二により大学全体の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。

大学設置基準について（教員組織②、収容定員）

別表第一 イ 抜粋

別表第二

(収容定員)
第十八条 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるものとする。この場合において、第

二十六条の規定による昼夜開講制を実施するときはこれに係る収容定員を、第五十七条の規定により外国に学
部、学科その他の組織を設けるときはこれに係る収容定員を、編入学定員を設けるときは入学定員及び編入学
定員を、それぞれ明示するものとする。

２ 収容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総合的に考慮して定めるもの
とする。

３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものと
する。 71



大学設置基準について（教員の資格①）

（学長の資格）
第十三条の二 学長となることのできる者は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有する
と認められる者とする。

（教授の資格）
第十四条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するに
ふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

一 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、研究上の業績を有する者
二 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者
三 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれ

に相当する学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者
四 大学又は専門職大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴（外国におけるこれらに相当する教員とし

ての経歴を含む。）のある者
五 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者
六 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者

（准教授の資格）
第十五条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当する
にふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

一 前条各号のいずれかに該当する者
二 大学又は専門職大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴（外国におけるこれらに相当する職員

としての経歴を含む。）のある者
三 修士の学位又は学位規則第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位

を含む。）を有する者
四 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者
五 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者
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大学設置基準について（教員の資格②）

（講師の資格）
第十六条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 第十四条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者
二 その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認めら

れる者

（助教の資格）
第十六条の二 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当す
るにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

一 第十四条各号又は第十五条各号のいずれかに該当する者
二 修士の学位（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な能

力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程を修了した者については、学士の学位）又は
学位規則第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有す
る者

三 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者

（助手の資格）
第十七条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 学士の学位又は学位規則第二条の二の表に規定する専門職大学を卒業した者に授与する学位（外国において

授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者
二 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者
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（単位）
第二十一条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。
２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をもつて構成

することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、
次の基準により単位数を計算するものとする。
一 講義及び演習については、十五時間から三十時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて一単位と

する。
二 実験、実習及び実技については、三十時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて

一単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業については、大学が定める時間の
授業をもつて一単位とすることができる。

三 （略）

大学設置基準について（教育課程①）

３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を
評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定め
ることができる。

（教育課程の編成方針）
第十九条 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら

開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。
２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い教

養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮しなければならない。
（教育課程の編成方法）

第二十条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当して編成す
るものとする。
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（一年間の授業期間）
第二十二条 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわたることを原則とする。

（各授業科目の授業期間）
第二十三条 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上

必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、この限りでない。

（授業を行う学生数）
第二十四条 大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備その他の教育

上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。

（成績評価基準等の明示等）
第二十五条の二 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあらかじめ明示する

ものとする。
２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対し

てその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に行うものとする。

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）
第二十五条の三 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施する

ものとする。

（単位の授与）
第二十七条 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験の上単位を与えるものとする。ただし、第二

十一条第三項の授業科目については、大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えることが
できる。

（履修科目の登録の上限）
第二十七条の二 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修

得すべき単位数について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定め
るよう努めなければならない。

２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、前項に定める
上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

大学設置基準について（教育課程②）
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大学設置基準について（授業の方法、卒業の要件）

（授業の方法）
第二十五条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものと
する。

２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授
業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

３ 大学は、第一項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを高度
に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で 履修させる場合についても、同様とする。

４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第一項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行
うことができる。

○（参考）平成13年文部科学省告示第51号（大学設置基準第二十五条第二項の規定に基づき、大学が履修させることができる授業について定める件）

（いわゆる「メディア授業告示」） （抄）

通信衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静止画、動画等の多様な情報を一体的に扱うもので、次に掲げるいずれかの要件を満たし、

大学において、大学設置基準第二十五条第一項に規定する面接授業に相当する教育効果を有すると認めたものであること。

一 同時かつ双方向に行われるものであって、かつ、授業を行う教室等以外の教室、研究室又はこれらに準ずる場所(大学設置基準第三十一条第一項の規定により単位を授与する場合においては、

企業の会議室等の職場又は住居に近い場所を含む。)において履修させるもの

二 毎回の授業の実施に当たって、指導補助者が教室等以外の場所において学生等に対面することにより、又は当該授業を行う教員若しくは指導補助者が当該授業の終了後すみやかにインターネッ

トその他の適切な方法を利用することにより、設問解答、添削指導、質疑応答等による十分な指導を併せ行うものであって、かつ、当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されている

もの

○（参考）平成15年文部科学省告示第43号（大学が授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行う場合について定める件）

（いわゆる「サテライト告示」）（抄）

大学設置基準第二十五条第四項の規定に基づき、大学が授業の一部を校舎並びに附属施設以外の場所で行う場合は、次に掲げる要件を満たすものとする。

一 実務の経験を有する者等を対象とした授業を行うものであること。

二 校舎及び附属施設において十分な教育研究を行い、その一部を校舎及び附属施設以外の場所において行うものであること。

三 当該授業を行う校舎及び附属施設以外の場所は、実務の経験を有する者等の利便及び教員等の移動に配慮し、教育研究上支障がない位置にあること。

四 当該授業を行う校舎及び附属施設以外の場所は、教育にふさわしい環境を有し、当該場所には、学生自習室その他の施設及び図書等の施設が適切に整備されていること。

（卒業の要件）
第三十二条 卒業の要件は、大学に四年以上在学し、百二十四単位以上を修得することとする。
２～４（略）
５ 前四項又は第四十二条の十二の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第二十五条第二項の
授業の方法により修得する単位数は六十単位を超えないものとする。

（参考）学校教育法

第八十七条 大学の修業年限は、四年とする。ただし、特別の専門事項を教授研究する学部及び前条の夜間において授業を行う学部については、その修業年限は、四年を超えるものとすることができる。

２ （略）
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(校地)
第三十四条 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利用するのに適当な

空地を有するものとする。
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取

得を行うことが困難であるため前項に規定する空地を校舎の敷地に有することができないと認められる場合に
おいて、学生が休息その他に利用するため、適当な空地を有することにより得られる効用と同等以上の効用が
得られる措置を当該大学が講じている場合に限り、空地を校舎の敷地に有しないことができる。

３ 前項の措置は、次の各号に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行うものとする。
一 できる限り開放的であつて、多くの学生が余裕をもつて休息、交流その他に利用できるものであること。
二 休息、交流その他に必要な設備が備えられていること。

(運動場)
第三十五条 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設けるものと

し、やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取

得を行うことが困難であるため前項に規定する運動場を設けることができないと認められる場合において、運
動場を設けることにより得られる効用と同等以上の効用が得られる措置を当該大学が講じており、かつ、教育
に支障がないと認められる場合に限り、運動場を設けないことができる。

３ 前項の措置は、原則として体育館その他のスポーツ施設を校舎と同一の敷地内又はその隣接地に備えること
により行うものとする。ただし、やむを得ない特別の事情があるときは、当該大学以外の者が備える運動施設
であつて次の各号に掲げる要件を満たすものを学生に利用させることにより行うことができるものとする。
一 様々な運動が可能で、多くの学生が余裕をもつて利用できること。
二 校舎から至近の位置に立地していること。
三 学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであること。

大学設置基準について（校地、校舎等の施設及び設備等①）

77



(校舎等施設)
第三十六条 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有するものと
する。ただし、特別の事情があり、かつ、教育研究に支障がないと認められるときは、この限りでない。
一 学長室、会議室、事務室
二 研究室、教室(講義室、演習室、実験・実習室等とする。)
三 図書館、医務室、学生自習室、学生控室

２ 研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。
３ 教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。
４ 校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を備えるものとす
る。
５ 大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポーツ施設及び講堂並

びに寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を備えるものとする。
６ 夜間において授業を行う学部(以下「夜間学部」という。)を置く大学又は昼夜開講制を実施する大学にあつ

ては、研究室、教室、図書館その他の施設の利用について、教育研究に支障のないようにするものとする。

(校地の面積)
第三十七条 大学における校地の面積(附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。)は、収容定員上

の学生一人当たり十平方メートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。
２ 前項の規定にかかわらず、同じ種類の昼間学部(昼間において授業を行う学部をいう。以下同じ。)及び夜間

学部が近接した施設等を使用し、又は施設等を共用する場合の校地の面積は、当該昼間学部及び夜間学部にお
ける教育研究に支障のない面積とする。

３ 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教
育に支障のない限度において、第一項に規定する面積を減ずることができる。

大学設置基準について（校地、校舎等の施設及び設備等②）
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大学設置基準について（校地、校舎等の施設及び設備等③）

別表第三 イ(1)抜粋

（校舎の面積）
第三十七条の二 校舎の面積は、一個の学部のみを置く大学にあつては、別表第三イ(1)若しくは(2)又はロの表

に定める面積（略）以上とし、複数の学部を置く大学にあつては、当該複数の学部のうち同表に定める面積
（略）が最大である学部についての同表に定める面積（略）に当該学部以外の学部についてのそれぞれ別表第
三ロ又はハ(1)若しくは(2)の表に定める面積（略）を合計した面積を加えた面積（略）以上とする。

別表第三 ハ(1)抜粋
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（図書等の資料及び図書館）
第三十八条 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料

を、図書館を中心に系統的に備えるものとする。
２ 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステムを整備して学術情

報の提供に努めるとともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館等との協力に努めるものとする。
３ 図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置くものとする。
４ 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レフアレンス・ルーム、整理室、書

庫等を備えるものとする。
５ 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとする。

（附属施設）
第三十九条 次の表の上欄に掲げる学部を置き、又は学科を設ける大学には、その学部又は学科の教育研究に必

要な施設として、それぞれ下欄に掲げる附属施設を置くものとする。

２ 工学に関する学部を置く大学には、原則として実験・実習工場を置くものとする。

大学設置基準について（校地、校舎等の施設及び設備等④）

80



（薬学実務実習に必要な施設）
第三十九条の二 薬学に関する学部又は学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの

を置き、又は設ける大学は、薬学実務実習に必要な施設を確保するものとする。

（機械、器具等）
第四十条 大学は、学部又は学科の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械、器具及び標本を

備えるものとする。

（二以上の校地において教育研究を行う場合における施設及び設備）
第四十条の二 大学は、二以上の校地において教育研究を行う場合においては、それぞれの校地ごとに教育研究

に支障のないよう必要な施設及び設備を備えるものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限
りでない。

（教育研究環境の整備）
第四十条の三 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育研究にふさわ

しい環境の整備に努めるものとする。

（大学等の名称）
第四十条の四 大学、学部及び学科（以下「大学等」という。）の名称は、大学等として適当であるとともに、

当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。

大学設置基準について（校地、校舎等の施設及び設備等⑤）
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（事務組織）
第四十一条 大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるものとする。

（厚生補導の組織）
第四十二条 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるものとする。

（社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制）
第四十二条の二 大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上させ、社
会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培うことができるよ

う、
大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする。

（研修の機会等）
第四十二条の三 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要な知
識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修（第二十五条の三に規定する研修に
該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。

大学設置基準について（事務組織等）
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大学設置基準について（単位互換等）

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）
第二十八条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学、専門職大学又は短期

大学において履修した授業科目について修得した単位を、六十単位を超えない範囲で当該大学における授業科目の
履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学（専門職大学に相当する外国の大学を含む。以下この項において同じ。）又

は短期大学に留学する場合、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する
場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた
教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する

場合について準用する。

（大学以外の教育施設等における学修）

第二十九条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その
他文部科学大臣が別に定める学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位
を与えることができる。

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第一項及び第二項により当該大学において修得したものとみなす
単位数と合わせて六十単位を超えないものとする。

（入学前の既修得単位等の認定）
第三十条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学、専門職大学又は短期大学にお
いて履修した授業科目について修得した単位（第三十一条第一項及び第二項の規定により修得した単位を含む。）

を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。
２ 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に行つた前条第一項に規定する学修を、当該
大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。

３ 前二項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、当該大
学において修得した単位以外のものについては、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）
及び前条第一項により当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を超えないものとする。
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（長期にわたる教育課程の履修）
第三十条の二 大学は、大学の定めるところにより、学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超

えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的
な履修を認めることができる。

（科目等履修生等）
第三十一条 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修する

者（以下この条において「科目等履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。
２ 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で学校教育法第百五条に規定する特別の課程

を履修する者（以下この条において「特別の課程履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。
３ 科目等履修生及び特別の課程履修生に対する単位の授与については、第二十七条の規定を準用する。
４ 大学は、科目等履修生、特別の課程履修生その他の学生以外の者（次項において「科目等履修生等」とい

う。）を相当数受け入れる場合においては、第十三条、第三十七条及び第三十七条の二に規定する基準を考慮
して、教育に支障のないよう、それぞれ相当の専任教員並びに校地及び校舎の面積を増加するものとする。

５ 大学は、科目等履修生等を受け入れる場合においては、一の授業科目について同時に授業を行うこれらの者
の人数は、第二十四条の規定を踏まえ、適当な人数とするものとする。

大学設置基準について（長期履修・科目等履修生等）
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（外国に設ける組織）
第五十七条 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、外国に学部、学科その他の組織を設けることが

できる。

（学校教育法第百三条に定める大学についての適用除外）
第五十八条 第三十四条、第三十五条、第三十六条第四項及び第五項、第三十七条、第三十七条の二、第四十七

条、第四十八条並びに第四十九条（第三十四条、第三十五条並びに第三十六条第四項及び第五項の規定に係る
施設及び設備について適用する場合に限る。）の規定は、学校教育法第百三条に定める大学には適用しない。

（その他の基準）
第五十九条 大学院その他に関する基準は、別に定める。

（段階的整備）
第六十条 新たに大学等を設置し、又は薬学を履修する課程の修業年限を変更する場合の教員組織、校舎等の施

設及び設備については、別に定めるところにより、段階的に整備することができる。（薬学実務実習に必要な
施設）

大学設置基準について（雑則）

85



校地校舎面積に関するデータ

出典：学校基本調査（令和2年5月1日時点）、国立大学法人等施設実態報告書（令和2年5月1日時点）のデータ（国立大学の校舎面積）を基に作成。
注）校地面積：学校基本調査の「校舎・講堂・体育施設敷地」「屋外運動場敷地」「附属病院敷地」の合計

校舎面積：（公私）学校基本調査の「校舎」面積から「厚生補導施設」面積を除したもの、（国）国立大学法人等施設実態報告書の「大学教育・研究施設」面積

〇学校１校当たりの面積は、校地校舎ともに国立大学が大きくなっている。
○学生１人当たり面積は、校地校舎ともに国公立の方が私立よりも大きい。
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校地校舎面積に関するデータ

出典：学校基本調査（令和2年5月1日時点）、国立大学法人等施設実態報告書（令和2年5月1日時点）のデータ（国立大学の校舎面積）を基に作成。
注）校地面積：学校基本調査の「校舎・講堂・体育施設敷地」「屋外運動場敷地」「附属病院敷地」の合計

校舎面積：（公私）学校基本調査の「校舎」面積から「厚生補導施設」面積を除したもの、（国）国立大学法人等施設実態報告書の「大学教育・研究施設」面積

○所在地別では、特に校地については、人口の多い地域が他地域より学生当たり面積が小さい傾向にある。
○学生数の規模別では、規模が大きくなるにつれて、校地校舎とも学生当たり面積が小さくなる傾向にある。

注）100位(7,567人) 200位(4,388人) 300位(2,523人) 400位(1,659人)

500位(1,189人) 600位(792人) 700位(436人)
(学生数規模順位) (学生数規模順位)
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運動場、体育館等の整備状況に関するデータ

※本調査の施設数は施設種別ごとにカウントしている。
（大学内に体育館とプールがある場合、体育館１、

屋外プール１とカウント）。

○大学（短期大学を含む）・高等専門学校の施設総数は6,122 箇所。
○そのうち、施設種別ごとの設置数が最も多い施設は体育館で1,197 箇所、次いで庭球場（野外）839 

箇所、多目的運動場615箇所、トレーニング場507箇所、野球場・ソフトボール場408箇所となっている。
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Ｈ30 1,179 785 66.6%

出典：体育・スポーツ施設現況調査（平成30年度）を基に作成。

※平成30年度の回収数785のうち
730は大学・短期大学
55は高等専門学校 である。
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大綱化以降の大学設置基準等の弾力化・明確化の主な内容①

【大学の基本組織に関する規定の弾力化】

①学部の種類の規定の撤廃（平成3年）

学部の種類について、新たな分野の展開等を考慮

し、文学、法学、経済学等の例示規定を撤廃。

②学科の下部組織の規定の撤廃（平成3年）

教育研究上特に必要があるときは学科に専攻課程を

設けることができるとする規定を撤廃し、各大学の裁

量にゆだねた。

③学科に代えて課程を設けるための要件に関する規定の

弾力化（平成3年）

「学科を設けることが適当でないとき」としていた

課程設置の条件を、「有益かつ適切であると認められ

るとき」に弾力化。

【教員組織に関する規定の弾力化】
①専任教員数に関する規定の弾力化（平成3年）

専任教員数の基準について、一般教育科目、専門教育科目の区

分ごとに教員数を定める方式を改め、各大学の判断にゆだねるこ

ととした

②兼任教員数の規定の撤廃（平成3年）

「兼任の教員の合計数は、全教員数の2分の1を超えないものと

する」とされていた兼任教員数の制限を撤廃し、各大学の判断に

より必要な数の兼任教員を置くことができることとした

③主要学科目の担当教員に関する規定の弾力化（平成3年）

教育上主要と認められる学科目（主要学科目）を専任の教授、

助教授以外が担当する条件を緩和

④教員組織に関する規定の弾力化（平成13年）

講座制・学科目制以外の独自の教員組織の設計が可能なことを

明示

⑤教員組織に関する規定の明確化・弾力化（平成18年）

・教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類に応じ、必要な

教員を置くこと、組織的な連携体制の確保・教育研究に係る責任

の所在が明確になるよう教員組織を編成することを義務付け

・講座制及び学科目に関する規定は削除

⑥専任教員数等の規定の明確化（平成18年、令和元年）

・学部の種類及び規模、大学全体の収容定員に応じた教員数以上

とするとともに、「授業を担当しない教員」は専任教員の数に含

まないことを明確化

・一定量の教育課程編成に関わる実務家教員の責務努力規定

【収容定員に関する規定の弾力化】

①収容定員に関する規定の弾力化（平成3年）

専任教員数及び校舎面積の基準を収容定員に基づき

算定する方式に改正。
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【教育課程等に関する規定の弾力化】
①授業科目区分に関する規定の撤廃（平成3年）

一般教育科目、専門教育科目等の科目区分を廃止

②単位の計算方法の弾力化（平成3年）

単位の計算方法について、45時間の学修を要する内容をもって構成

することを標準とし、教室外何時間、教室内何時間といった固定的な

学修時間の計算を弾力化

③一年間の授業時間の弾力化（平成3年）

35週にわたることを規定するにとどめ、具体的な授業日数について

の定めを削除

④各授業科目の授業期間の弾力化（平成3、25年）

・特別の必要がある場合、10週又は15週より短期間の授業を行うこと

ができることを明示（平成3年）

・授業のあり方の多様化推進のため、10週又は15週と異なる授業期間

の設定など、弾力的な学事暦の設定を可能としたこと（平成25年）

⑤授業を行う学生数の弾力化（平成3年）

具体的な一律の人数を廃止

⑥授業の方法の弾力化（平成10～15年）

・多様なメディアによる授業（遠隔授業）について、卒業要件の単位

のうち、30単位を超えない範囲で行えることを明示（平成10年）

・単位互換の単位数上限拡大に伴い、遠隔授業により修得できる単位

数の上限を30単位→60単位へ倍増（平成11年）

・外国において授業（遠隔授業含む）を履修させることができるもの

としたこと（平成13年）

・遠隔授業について、同時双方向でないものであっても一定の条件下

で行うことができることを明示（平成13年）

・授業を校舎・附属施設以外の場所で行うことができることとしたこ

と（平成15年）

⑦自ら開設（平成20年）

必要な授業科目を自ら開設するものとしたこと

大綱化以降の大学設置基準等の弾力化・明確化の主な内容②
⑧大学以外の教育施設等における学修（平成3、11年）

・短期大学又は高等専修学校の専攻科等における学修を大学での履修

とみなし単位付与を可能としたこと（平成3年）

・TOEFL及びTOEICにおける成果に係る学修等について大学が単位認定

可能としたこと（平成11年）

⑨既修得単位等の認定（平成3年）

入学前の大学等での既修得単位又は大学以外の教育施設等での学

修について、修得とみなす又は単位付与可能としたこと

⑩科目等履修生等（平成3年）

・社会人等、当該大学の学生以外の者で授業科目を履修する者に単位

付与を可能としたこと（平成3年）

・科目等履修生等を相当数受け入れる場合、相当の専任教員並びに校

地・校舎の面積を増加（平成20年）

・特別の課程履修生への単位付与を可能化（令和元年）

⑪単位互換等による単位認定の拡大（平成11年）

入学前・入学後の大学等における履修及び大学以外の教育施設等

の単位認定に関し、外国における大学・短期大学で修得した単位数

と合わせて、上限を30単位→60単位へ倍増

⑫単位互換制度の運用に係る基本的な考え方の明示化
（令和元年８月13日付け元文科高第328号別添４）

⑬長期にわたる教育課程の履修（平成14年）

職業を有しているなどの事情により修業年限を超えた計画的な履

修を認めることができることを明示（平成14年）

⑭卒業要件の弾力化（平成3年）

授業科目の区分に応じて修得すべき単位数についての

定めを廃止

⑮成績基準等の明示等（平成20年）

シラバス作成、成績評価・修了基準の明示の義務化

⑯教育内容等の改善のための組織的研修等（平成20年）
授業の内容・方法改善のためのＦＤの義務化 90



①校舎基準面積の6倍→3倍に緩和（平成10年）

②「収容定員×10m2」で計算する方式に緩和（平成15年）

③空地・運動場に関する特区制度の全国化対応（平成25年）

【校地基準等の弾力化】

①大学院専用施設の自己所有要件を弾力化（平成13年）
開設以降10年以上にわたり支障なく使用できる保証がある場合、ま

た、借用に係る経費を適当な形で確保している場合に限り借用のもの
でも差し支えないこととして取扱いを弾力化

②校地の自己所有要件の弾力化（平成15年）
構造改革特区内において、大学（大学院大学を含む。）の校地につ

いて、校地基準面積の2分の1以上の自己所有を求めていたのを、校舎
基準面積相当分以上（校舎基準面積が校地基準面積を上回る場合に
は、校地基準面積相当分以上）で足りることとしたこと

③校舎の自己所有の弾力化（平成15年）
構造改革特区内において、大学（大学院大学を含む。）の校舎につ

いて、これまで借用を認めていなかったのを、国又は地方公共団体等
からの借用であれば認めることとしたこと

④校地・校舎の自己所有要件弾力化の全国展開（平成19年）
構造改革特区に限らず、全国の大学（大学院大学を含む。）の校

地・校舎について、原則として開設年度以降20年以上の借地保証など
があれば認めることとした。

大綱化以降の大学設置基準等の弾力化・明確化の主な内容③

【校地・校舎の自己所有要件の弾力化】

（学部等連携課程

・大学は専用の施設を備えた校舎を有するものとし、特別の事情があ

り、かつ、教育研究に支障がないと認められるときは例外とするこ

とができること（平成20年）

・支障がない限度において、同一敷地内又は隣接地にある他の学校等

との共用部分の面積を基準校舎面積に含めることができること（平

成20年）

【校舎基準の弾力化】

【教育課程等に関する規定の弾力化（続き）】
⑰共同教育課程制度の創設（平成21年）

複数の大学が相互に教育研究資源を有効に活用しつつ、共同
で教育課程を編成する仕組みを創設

⑱国際連携学科に関する特例制度の創設等（平成26、29年）
・我が国の大学等が外国の大学等と連携して教育研究を実施するための学
科又は専攻を設けることができる仕組みを創設

・入学前の既修得単位の認定について例外規定を新設

⑲工学に関する学部の教育課程等に関する特例（平成30年）
工学分野の連続性に配慮した教育課程が編成できる特例を創設

⑳学部等連携課程実施基本組織制度の創設（令和元年）
既存の学部・研究科等の教育資源を活用して分野横断的な教育課程を編

成することを可能とする制度を創設

【事務組織等に関する規定の明確化】
①社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制

の明示等（平成23年）

学生が社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培う
ための組織間連携、体制整備を義務化

②教育内容等の改善のための組織的研修等（平成20年）
授業の内容・方法改善のためのＦＤの義務化

③共同教育課程制度の創設（平成21年）
複数の大学が相互に教育研究資源を有効に活用しつつ、共同
で教育課程を編成する仕組みを創設

④職員の研修機会等の確保（平成29年）
ＳＤの機会の義務化

⑤教員と事務職員等の連携及び協働、専任職員の設置（平成29年）
教員と職員の適切な役割分担、連携体制の確保等の留意を明示化すると
ともに、事務組織に専任職委員の設置を義務化
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その他学校教育法等の近年の主な改正内容

平成１９年
○学校教育法等の一部改正（平成19年）
・大学の役割として「社会貢献」を規定
・積極的な情報提供を義務化
・履修証明制度の創設

○学校教育法施行規則の一部改正（平成20年）
・入学時期設定の弾力化

平成２０年
○我が国の大学の海外校に関する告示（平成20年）

平成２１年
○学校教育法施行規則等の一部改正（平成21年）
・教育関係共同利用拠点制度の創設

平成２２年
○学校教育法施行規則等の一部改正（平成23年）
・公表すべき教育情報の具体化・明確化

○学校教育法施行規則等の一部改正（平成22年）
・国連大学との教育交流の推進

平成２３年
○大学院設置基準の一部改正（平成24年）
・博士課程教育の質の向上

平成２４年
○専門職大学院設置基準の一部改正（平成26年）
・専任教員のダブルカウントに関する特例措置終了後の取扱いに
ついての対応

平成２５年
○大学設置基準の一部改正（平成25年）
・博士論文の印刷公表について、インターネットの利用による公
表の改正

○専門職大学院設置基準の一部改正（平成26年）
・教職大学院における専任教員関係の平成30年度までの特例措置

平成２６年
○学校教育法及び国立大学法人法の一部改正（平成27年）
・副学長の職務内容を校務を分担できるよう見直し
・教授会の審議事項を教育研究に関する事項に明確化するとともに、
決定権を持つ学長等に対して意見を述べる立場にあることを明確化 等

平成２７年
○学校教育法等の一部改正（平成28年）
・修業年限２年以上その他の文部科学大臣が定める基準を満たす

高等学校等の専攻科を修了した者が大学に編入学できる制度を創設
○学校教育法施行規則の一部改正（平成29年）
・三つの方針（卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す
る方針、入学者の受入れに関する方針）の策定・公表義務化

平成２９年
○学校教育法等の一部改正（平成31年）
・専門職大学・専門職短期大学の創設

平成３１年（令和元年）
○学校教育法施行規則の一部改正（令和元年）
・履修証明制度の総時間数を、120時間以上から60時間以上に短縮

○大学入学資格関係告示の一部改正（令和元年）
・大学入学資格における年齢要件の一部撤廃、11年制教育課程の追加指定

○学校教育法施行規則等の一部改正（令和元年）
・学修証明書の交付などを可能とする仕組みの創設
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１．学部等連係課程等（１／２）

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成30年11月26日中央教育審議会）において、「大学には、教員と

学生が所属する学部等の組織を置くこととされているが、大学が自らの判断で機動性を発揮し、学内の資源を活用して学部横断的

な教育に積極的に取り組むことができるよう『学部、研究科等の組織の枠を越えた学位プログラム』を新たな類型として設置可能とす

る」と提言されたことを踏まえ、大学設置基準、大学院設置基準及び短期大学設置基準等の一部を改正し、学部等連係課程を実

施する基本組織（以下「学部等連係課程実施基本組織」という。）等を制度上位置づける。

改正の趣旨

学部等連係課程実施基本組織等の専任教員は、類似する分野の学部等と同じ数を置くものとし、教育上支障を生じない場合

には、当該学部等連携課程と緊密に連携及び協力する学部等の専任教員が兼ねることができるものとする。

学部等連係課程実施基本組織等の校舎の面積及び附属施設の基準は、連係協力学部等がそれぞれ基準を満たせば足りる

ものとする。

学部等連係課程実施基本組織等に所属する学生の定員は、連係協力学部等の収容定員の数を合計した数の範囲内で学則

において定めるものとする。

学部等連係課程実施基本組織等が学位の分野等の変更を伴う場合は認可、伴わない場合は届出の対象となるが、当該基本

組織が学内資源を活用して設置されることに鑑み、審査プロセスの簡略化を図る。

主な改正の内容

大学、大学院及び短期大学において、学生のニーズや社会の変化に

柔軟かつ機動的に対応した学位プログラムの構築を促進

学校教育法施行規則及び大学設置基準等の一部改正【概要】
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【従来の学位プログラム】

教職員

学生

管理運営
（教授会等）

学部等

学生の所属する組織＝
教員が所属する組織＝

学位プログラムの一対一の関係

学位プログラム

学生

緊密に連係協力する
学部等

教職員

管理運営
（教授会等）

学生

緊密に連係協力する
学部等

教職員

管理運営
（教授会等）

【学部等連携課程】

管理運営
組織

教職員
（兼任可）

学生
（連係協力する

学部等の収容
定員の範囲内）

学内資源を活用して学部横断的な教育を実現

学位プログラム

※学部段階(学部等連携課程）の例

学部等連係課程実施基本組織

１．学部等連係課程等（２／２）

改正のイメージ

学校教育法施行規則及び大学設置基準等の一部改正【概要】
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２．実務家教員の活用促進、履修証明プログラムへの単位付与等

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」において多様な学生を受け入れるためのリカレント教育の推進や教員の多様化に向けた実務家

の登用の促進等が提言されたことを踏まえ、学校教育法施行規則等の所要の規定を改正する。

改正の趣旨

【実務家教員の参画促進】

 専攻分野における概ね５年以上の実務経験を有し、かつ高度の実務能力を有する教員（実務
家教員）を大学に置く場合であって、当該教員が１年につき６単位以上の授業科目を担当す
る場合、当該教員が教育課程の編成に携われるよう大学が努めるべきことを規定

主な改正の内容

大学が社会のニーズを踏まえた教育
を幅広く展開させることができるよう、
実務経験を有する者の大学教育へ
の参画を促進

【履修証明プログラムへの単位付与】

 大学等が開設する履修証明プログラムに係る学修のうち、大学等が大学教育に相当する水準を
有すると認めたものについて単位付与を可能とする

 履修証明プログラムについて大学が公表すべき事項として、当該プログラムの実施体制等を追加

社会人の多様な学修形態に対応し、
履修証明プログラムにおける学修を
学位取得に接続させることにより、リ
カレント教育を促進

【学修証明書の交付】

大学の正規の学位課程において、体系的に開設された授業科目の単位を修得した学生に対し、そ
の事実を称する学修証明書を交付することができる旨を規定

社会人の学び直しニーズが多様化す
るなか、正規の学位課程における
ユニット的・モジュール的な学修に対
する社会的評価を向上

３．施行期日

令和元年８月13日に公布・施行

学校教育法施行規則及び大学設置基準等の一部改正【概要】
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（設置認可審査等）
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設置認可制度の概要

【設置に認可が必要な組織】

大学を新設する場合等においては、文部科学大臣の認可が必要（学校教育法第４条第１項第一号）。また、文部科
学大臣が認可を行う場合には、大学設置・学校法人審議会への諮問が必要（同法第９５条）。

○大学、大学の学部、大学の学部の学科
○大学院、大学院の研究科、大学院の研究科の専攻
○短期大学、短期大学の学科
※大学の学部・学科、大学院の研究科・専攻及び短期大学の学科については、授与

する学位の種類と分野の変更を伴わない場合は認可を要しない（届出で足りる）

【審査の基準】

文部科学省告示として「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」が定められており、これに基づいて大学
設置・学校法人審議会大学設置分科会において審査。

○学校教育法や大学設置基準等の法令に適合すること。
○学生確保の見通し、及び人材需要等社会の要請があること。
○既設の大学等の入学定員超過率が一定割合未満であること。
○医師、歯科医師、獣医師及び船舶職員の養成に係る大学等の設置でないこと。
○法科大学院の設置でないこと。
○虚偽申請等の不正行為があって一定期間を経過していない場合等でないこと。

大学設置基準等に基づく実際の審査における主な観点は以下の通り。
◆全体の設置計画についての審査
〔設置の趣旨・目的〕

・設置の趣旨・目的が、「学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能
力を展開させる」という学校教育法上の大学の目的に適合していること。

〔教育課程〕
・当該大学等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教育課程が編成されていること。

〔教員組織〕
・大学の教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類及び分野に応じ、必要な教員が置かれてい
ること。

〔名称、施設・設備等〕
・大学、学部及び学科の名称が大学等として適当であるとともに、当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものであること。
・大学の組織及び規模に応じ、研究室、教室、図書館、医務室、学生自習室等の専用の施設を備えた校舎を有していること。

◆教員審査
・研究上の業績等を有するとともに、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められること。
・専ら当該大学における教育研究に従事するものと認められること。

【設置認可の流れ】

①設置認可の申請（大学新設：前々年度10月末、学部等新設：前々年度3月
末）
②文部科学大臣から大学設置・学校法人審議会へ諮問
③審議会において審査（大学新設：10ヶ月、学部等新設５ヶ月）
④審議会から答申後、文部科学大臣が認可の可否を決定（８月末頃）

97



【調査方法】

大学の設置等の認可や届出の後において、原則として、完成年度までの間、認可時の附帯事項への対応状況、学生の
入学状況及び教員の就任状況など設置計画の履行状況等についての調査を行い、その状況に応じて必要な指導・助言を
行うことにより、設置計画の確実な履行を担保することを目的とする。調査については大学設置・学校法人審議会大学
設置分科会に設けられた設置計画履行状況等調査委員会において、専門的な見地から実施。

設置計画履行状況等調査

書面調査

面接調査実地調査

調査期間
５月～１月頃

※必要に応じて実施

調査対象校に対して「設置計画履行状況報告書」の提出を求め、認可時の附
帯事項への対応状況、学生の入学状況及び教員の就任状況、授業科目の開
設状況など設置計画の履行状況等について書面で確認

次年度の「設置計画履行状況報告書」（5月）において、指摘事項に対する対応状況を確認

・指摘事項（法令違反）を受け、行政指導によっても対応がなされていない場合、設置認可のスキームではなく、学校教育法第１５条による対応（①勧告、②変更命
令、③廃止命令）を行うことができる。
・指摘事項（法令違反）・指摘事項（是正）を受け、正当な理由なく、次年度の調査において対応がなされていないと認められる場合、「設置計画の履行の状況が著し
く不適当」と認定し、新たな学部等の設置や収容定員増の認可をしない。

指摘事項（法令違反）

法令違反と認められる事項があり、設置者
にその是正を求める事項

指摘事項（是正）

計画が適切に履行されておらず、確実な
履行を求める事項があり、設置者にその
対応を求める事項

指摘事項（改善）

充実や改善が望まれる事項があり、設置
者に対して充実等を要望する事項

調査結果に応じて、指摘事項を通知、3月に公表 ※結果については、
認証評価団体等に
も同時に通知。
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大学設置・学校法人審議会
（正委員29人）

大学設置分科会
（正委員15人）

学校法人分科会
（正委員14人）

専門委員会
（法学、経済学、理学、工学など分野ごとに約３０委員会）

○設置計画に対する審査意見案の作成
（専門審査）
○専任教員の資格審査（教員審査）

○審査意見の作成
○判定案・附帯事項の作成

○設置者（学校法人）の財政計画・
管理運営等について、寄附行為の審
査基準に適合しているかを審査（寄
付行為の認可）

○大学等の設置計画について、名
称、教育課程、教員組織、校地・校
舎等が学校教育法や設置基準に適合
しているか等を審査（設置認可）

運営委員会
（正委員・特別委員の一部）

○審査会相互間の調整
○届出事項に係る事前相談など

第１審査会／第2審査会／第３審査会／各特別審査会等
（正委員・特別委員・専門委員）

設置計画履行状況等調査
（ＡＣ）委員会

（正・特別委員の一部＋専門委員）

○認可後、原則として完成年度まで
の間、設置計画の履行状況を調査
し、必要に応じ、指摘事項案を作
成。

大学設置・学校法人審議会の審査体制について
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審査スケジュール（大学新設の場合）

設置認可関係（大学設置分科会）

設置に係る寄附行為変更認可関係（学校法人分科会）
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審査スケジュール（学部等新設の場合）

設置認可関係（大学設置分科会）

設置に係る寄附行為変更認可関係（学校法人分科会）
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質保証の観点による設置認可・審査の改善例

（平成１８年度）

 告示に位置づけられていた設置計画履行状況等調査を省令上明確化、新たに届出も対象

 新設された大学の情報公開を義務化（名称、位置、留意事項等）

（平成２１年度）

 大学の設置認可の際における情報公開の対象の拡大（基本計画、学則等）

（平成２５年度）

 長期的かつ安定的に学生の確保を図ることができる見通しがあること、及び人材の要請に関

する目的その他教育研究上の目的が、人材の需要等社会の要請を踏まえたものであるかを審

査の基準として告示上明確化
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② 認証評価
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認証評価制度の概要

【学校教育法第109条】

①大学は、教育研究等の状況について自己点検・評価を行い公表する義務

②大学は、大臣認証を受けた第三者機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受ける義務

※大学の自主性・自律性を尊重する観点から国の関与は謙抑的なものとする制度設計（評価機関の認証・取消、大学評価基準の大枠設定が基本）

大 学

認証評価機関
国が定める大枠（※）に基づき
自ら大学評価基準を定める

文部科学大臣

OK！ OK！ OK！ OK

！

不適合の大
学

NG× NG×

（※）大学評価基準の大枠（細目省令）
 法令適合性
 特色ある教育研究の進展に資する項目
 ①教育研究上の基本組織、②教員組

織、③教育課程、④施設及び設備、⑤事
務組織、⑥三つの方針（卒業認定・学位
授与方針、教育課程編成・実施方針、入
学者受入れ方針）、⑦教育研究活動等の
状況に係る情報の公表、⑧内部質保証
（重点的に評価）、⑨財務、⑩その他

②評価結果の
報告

評価の種類

 機関別評価：大学の教育研

究・組織運営等の総合的な

状況に関する評価（７年以内

ごと）

 分野別評価：専門職大学院

等の教育課程・教員組織等

に関する評価（５年以内ごと）

近年の主な改善事項

～H30.4施行～

 大学評価基準の大枠を改善

（三つの方針、内部質保証を

評価対象として追加）

 認証評価機関に設置履行状

況等調査（AC）との連携及び

ステークホルダーへの意見

聴取を義務づけ

 認証評価機関に自己点検・

評価・結果公表の義務づけ

～R2.4施行～

 認証評価機関に「適合してい

るか否か」の認定を義務化

 大臣は「不適合」大学に対し

て報告等を要求

 認証評価機関は、「不適合」

と認定した大学を追評価する

努力義務

①認証評価の受審
（大学が機関を選択）

②評価結果の通知

㈠大学の自己点検・評価の分析
🉂実地調査
🉁ステークホルダーへの意見聴
取

③報告又は

資料の要求

（R2.4施行）

②評価結果の公表

社
会

③社会的評価

適合又は不適合
＋

優れた点や改善すべき点

評価結果を踏まえて自ら改善を図る

④報告又は

資料の提出

（R2.4施行）
⑤法令違反等
の場合は段階

的対応
（勧告・変更命
令・廃止命令）
（学校教育法

第15条）

メディ
ア

平成16年度からスタート

現在、機関別認証評価
は、第３サイクル目
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認証評価機関の認証の仕組み
中央教育審議会

大学分科会
(認証評価機関の認証に
関する審査委員会)

文部科学大臣
②諮問

③答申

認証評価機関
になろうとする者

①申請

④認証

基準（学校教育法
第110条）

基準に係る細目（細目省令）

機関別 分野別 うち法科大学院

１．大学評価基準
及び評価方法が
認証評価を適確
に行うに足りるも
のであること。

●大学評価基準が、学校教育法及び大学設置基準等に適合していること。
●大学評価基準において、特色ある教育研究の進展に資する観点からする評価に係る項目が定められていること。
●大学評価基準を定め、又は変更するに当たっては、その過程の公正性及び透明性を確保するため、その案の公表その他の必要な措置
を講じていること。
●評価方法に、自己点検・評価の結果の分析並びに大学の教育研究活動等の状況についての実地調査が含まれていること。
●認証評価の結果、適合認定を受けられなかった大学その他の認証評価の結果において改善が必要とされる事項を指摘された大学の教
育研究活動等の状況（改善が必要とされた事項に限る。）について、当該大学の求めに応じ、再度評価を行うよう努めることとしていること。

●評価方法が、連携法第2条に規定する法曹養成の基本理念を踏まえて特に重
要と認める事項の評価結果を勘案しつつ総合的に評価するものその他の同法第
5条第2項に規定する認定を適確に行うに足りるものであること。
●認証評価機関になろうとする者が、連携法第5条第3項に規定する適格認定を
受けられなかった法科大学院の教育活動の状況について、当該法科大学院の求
めに応じ、再度評価を行うよう努めることとしていること。

●大学評価基準に次の事項が定められていること。
①教育研究上の基本組織、②教員組織、③教育課程、④施設及び設備、
⑤事務組織、⑥卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に
関する方針並びに入学者の受入れに関する方針、⑦教育研究活動等の
状況に係る情報公表、⑧教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み
（内部質保証）、⑨財務、⑩その他教育研究活動等に関すること

●内部質保証について重点的に評価を行うこととしていること。
●設置計画履行状況等調査の結果を踏まえた大学の教育研究活動等
の是正又は改善に関する文部科学大臣の意見に対して講じた措置を把
握することとしていること。
●評価方法に、高等学校、地方公共団体、民間企業その他の関係者か
らの意見聴取が含まれていること。

●大学評価基準に次の事項が定められていること。
①教員組織、②教育課程（教育課程連携協議会に関することを
含む。）、③施設及び設備、④学修成果（進路に関することを含
む。）、⑤その他教育研究活動等に関すること。

●大学評価基準に次の事項が定められていること。
①教育活動等の情報提供、②入学者選抜における多様性の確保並びに適性及
び能力の適確かつ客観的な評価、③専任教員の適切な配置その他の教員組織、
④入学定員の適切な設定及び在学する学生の数の収容定員に基づく適正な管理、
⑤教育上の目的を達成するために必要な授業科目の開設その他の体系的な教
育課程の編成、⑥一の授業科目について同時に授業を行う学生の数の設定、⑦
授業の方法、⑧学修の成果に係る評価及び修了の認定の客観性及び厳格性の
確保、⑨授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究の実施、
⑩学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上
限の設定、⑪専門職大学院設置基準第25条第1項に規定する法学既修者の認定、
⑫教育上必要な施設及び設備、
⑬図書その他の教育上必要な資料の整備、⑭法科大学院の課程を修了した者の
進路等の教育活動の成果（司法試験の合格状況を含む。）及び当該成果に係る
教育活動の実施状況に関すること。

●評価方法に関連職業団体関係者及び高等学校、地方公共団体その他の関係者からの意見聴取を行うこと。
●大学評価基準を変更するに当たっては、関連職業団体関係者等の意見聴取を行うこと。

２．認証評価の公
正かつ適確な実
施を確保するた
めに必要な体制
が整備されている
こと。

●大学の教員及びそれ以外の者であって大学の教育研究活動等に関し識見を有する者が認証評価の業務に従事していること。
●大学の教員が、その所属する大学を対象とする認証評価の業務に従事しないよう必要な措置を講じていること。
●認証評価業務の従事者に対し、研修の実施その他の必要な措置を講じていること。
●大学評価基準、評価方法、認証評価の実施状況並びに組織及び運営の状況について自己・点検及び評価を行い、結果を公表するもの
としていること。
●法第109条第2項の認証評価（大学等の評価）の業務及び同条第3項（専門職大学院等の評価）の業務を併せて行う場合においては、そ
れぞれの認証評価の業務の実施体制を整備していること。
●認証評価の業務に係る経理については、認証評価の業務以外の業務を行う場合にあっては、その業務に係る経理と区分して整理し、法
第109条第2項の認証評価（大学等の評価）の業務及び同条第3項（専門職大学院等の評価）の業務を併せて行う場合にあっては、それぞ
れの認証評価の業務に係る経理を区分して整理していること。

●法曹としての実務の経験を有する者が認証評価の業務に従事していることとす
る。

３．認証評価結果の公表の前に大学からの意見の申立ての機会を付与していること。

４．認証評価を適確かつ円滑に行うに必要な経理的基礎を有すること。

５．認証の取消しの日から二年を経過していないこと。

６．認証評価の公
正かつ適確な実
施ができること。

●学校教育法施行規則第169条第1～8号までに規定する事項（※文部科学大臣への申請書の内容）を公表することとしていること。
●大学の教育研究活動等の評価の実績があることその他により認証評価を公正かつ適確に実施することが見込まれること。

●認証評価を行った後、当該認証評価の対象となった専門職
大学等又は専門職大学院を置く大学が次の認証評価を受ける
前に、当該専門職大学等又は専門職大学院の教育課程又は教
員組織に重要な変更事項があった時は、変更に係る事項につ
いては把握し、当該大学の意見を聴いた上で、必要に応じ、公
表した評価結果に当該事項を付記する等の措置を講ずるよう努
めること。

●認証評価を行った後、当該認証評価の対象となった法科大学院を置く大学が次
の認証評価を受ける前に、当該法科大学院の第1項第1号に掲げる事項（※法科
大学院大学評価基準の事項）について重要な変更があったときは、変更に係る事
項について把握し、当該大学の意見を聴いた上で、必要に応じ、公表した評価の
結果に当該事項を付記する等の措置を講ずるよう努めることとしていることとする。
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認証評価機関の認証に関する審査委員会

２．審査委員会委員（計６名）
※任期：令和３年６月１４日～令和５年３月８日

（臨時委員） ３名 川 嶋 太津夫 大阪大学高等教育・入試研究開発センター 特任教授・センター長
小 林 雅 之 桜美林大学総合研究機構教授
前 田 早 苗 千葉大学国際教養学部教授

（専門委員） ３名 市 川 太 一 広島修道大学名誉教授
大河原 遼 平 TMI総合法律事務所パートナー弁護士
佐 野 慶 子 佐野公認会計士事務所

１．所掌事務
学校教育法第１１２条等の規定に基づき，大学分科会が認証評価機関の認証に係る審査等を行うのに先立ち，専門的な調査審議を行う。

３．認証評価機関の認証に係る審議について
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※令和３年度時点
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○総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第１次答申」（平成１３年１２月）
高等教育における自由な競争環境の整備
・大学・学部の設置規制の準則化（審査基準をあらかじめ法令上明確化）と届出制の導入
・大学・学部の設置等に係る認可に対する抑制方針の見直し
・第三者による継続的な評価制度の導入

平成15年の質保証に関する制度改正（平成13年～16年）

○設置認可の在り方の見直し
・設置認可の対象の見直し（届出制の導入）

・抑制方針の撤廃
（医師、歯科医師等の養成分野は除く）

・審査基準の見直し
（審査基準をあらかじめ法令上明確化）

○法令違反状態の大学に対する是
正措置

・段階的な是正措置の導入
（閉鎖命令の前に改善勧告や変更命令等の是正
措置を導入）

○第三者評価制度の導入
・国の認証を受けた評価機関が大学を定
期的に評価

・評価結果を公表

（大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について（平成１４年８月））

「国の事前規制である設置認可を弾力化し、大学が自らの判断で社会の変化等に対応して多様で特色のある教育研究活動を展開できるよ

うにする。それとともに、大学設置後の状況について当該大学以外の第三者が客観的な立場から継続的に評価を行う体制を整備する。
これらのことにより、大学の自主性・自律性を踏まえつつ、大学の教育研究活動の質の維持向上を図り、その一層の活性化が可能となるよう
な新たなシステムを構築することとする。」

②認証評価制度の導入
（平成１６年度より適用）
（学校教育法の改正）

③法令違反状態の大学に対する段
階的是正措置の導入
（平成１５年度より適用）
（学校教育法の改正）

①設置認可の見直し
（平成１５年度審査（平成１６年度開設）より適用）

○届出制度の導入 （学校教育法の改正）
○抑制方針の撤廃 （審議会内規の廃止）
○設置審査の準則化 （省令（大学設置基準等）

及び告示の改正・制定）

規制改革の動き

中央教育審議会の答申
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認証評価制度の改善①（平成28年～30年）

○ 平成16年に導入した認証評価制度は、2巡目の評価が実施されているところ、以下のような指摘
 必ずしも教育研究活動の質的改善が中心となっていない
 結果を教育研究活動の改善に活かす仕組みが十分ではない
 社会一般における認証評価の認知度が十分ではない

（平成28年3月31日公布、平成30年4月1日施行）

● 大学評価基準関連
（１）大学評価基準に共通項目を追加

①三つの方針（※）に関すること。 ※卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入れの方針

②教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組（内部質保証）に関すること。←重点的に認証評価を行うものとする。
（２）設置計画履行状況等調査（AC）との連携

認証評価機関は、ACの結果を踏まえた文部科学大臣の是正又は改善に対して大学が講じた措置を把握するものとする。

● 評価の質の向上関連
（１）認証評価機関は、大学評価基準、評価方法、評価の実施状況並びに組織運営の状況について自ら点検及び評価を行い、そ

の結果を公表するものとする。
（２）認証評価機関は、評価の結果、改善が必要とされる事項を指摘した大学の教育研究活動等の状況について、当該大学の求

めに応じ、再度評価を行うよう努めるものとする。
（３）認証評価機関は、その評価方法に、高等学校、地方公共団体、民間企業等の関係者からの意見聴取が含まれるものとする。

※高等専門学校においても、準用。

（留意事項として、各大学等及び認証評価機関が以下のような事項に取り組むことを期待）

◉ 評価の効率化（内部質保証で優れた取組を実施している大学等に対し、次回評価において評価内容・方法の弾力化に取り組む）
◉ 大学教育の質的転換の促進（学修状況の把握・評価の実施状況についての評価に取り組む）
◉ 認証評価と社会との関係強化等（高等学校、地方公共団体、企業、学生等からの意見聴取に取り組む）
◉ 各大学等の負担軽減（国立大学法人評価などの他の評価における評価資料及び結果も活用した評価に取り組む） など

認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ）
（平成28年3月18日）

議論の背景

省令改正

施行通知

◉ 大学教育再生戦略推進費において、申請要件として活用（平成2７年度から、「不適合」の判定を受けていないことを事業の申請要件とする）

その他
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令和元年５月２４日公布、令和２年４月１日施行
学校教育法改正

＜具体的な方策＞ 教育の質保証システムの確立
○ 設置計画履行状況等調査及び認証評価については、教育の実質的な改善

を促すために、設置計画履行状況等調査における指摘事項及びその後の改
善に向けた対応状況や認証評価の結果を踏まえ文部科学大臣が認めた大
学における法令違反について、資源配分への反映や学校教育法第15 条に
基づく改善勧告、変更命令等の段階的措置を行うことを検討する。

○ 加えて、認証評価については、現在法科大学院の認証評価のみが対象と
なっている大学評価基準に適合しているか否かの認定を行うことを認証評価
機関に義務付けた上で、適合しているとの認定を受けられなかった大学につ
いては、教育研究活動の状況について文部科学大臣へ報告又は資料提出を
することを求めることとする。

○ また、認証評価の結果に応じて、受審期間を一時的に長くしたり、短くしたり
することを検討する。

○ 機関別評価と分野別評価の在り方については、受審期間を揃えることよって
両者を一体的に行うことができるよう制度的な担保を設け、大学における教
育研究の質改善を効率的・効果的に図ることを検討する。

○ また、分野別評価については、認証評価制度の持続性や学問体系を重視す
る観点から、分野については細分化せず、一定の基準に基づき整理すること
を検討する。その際、日本学術会議の分野別参照基準の活用も検討する。

○ さらに、認証評価機関においては、国立大学法人評価等の他評価も活用す
ることや特色ある教育研究活動を積極的に発信すること、内部質保証が機能
しているか否かの確認を行うため、今後学修成果や教育成果等に関する情
報公表が各大学に義務付けられた際には、共通の定義に基づいて整理され
た当該のデータを相対的に活用することなどの取組を進めることを検討する。

「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン」
（平成３０年１１月２６日中央教育審議会答申）

 認証評価機関は、大学等の教育研究等の状況が大
学評価基準に適合しているか否かの認定を行うもの
とする。 （学校教育法第109条第5項）

 大学等は、適合している旨の認定を受けるよう大学等
における教育研究水準の向上に努めることとする。

（学校教育法第109条第6項）

 文部科学大臣は、適合している旨の認定を受けられな
かった大学等に対して、報告又は資料の提出を求めるもの
とする。 （学校教育法第109条第7項）

大学がこれまで同様に自主的・自律的に改善を行うことを

前提としつつ、教育研究活動の改善等を促す制度的な担

保を設けることにより、我が国の大学における教育研究活

動の質の保証の実効性を一層確保し、さらなる質の向上

につなげる

認証評価制度の改善②（令和元年～）

認証評価は受審が義務化されているにも関わらず、その結果の取扱いについて制度的な担保が設けられていないため、教育研究の実質的な改善
につながりにくい状況となっている。（平成３０年９月 中央教育審議会大学分科会将来構想部会制度・教育改革ワーキンググループ審議まとめ）

上記改正以外の事項については、中央教育審議会大
学分科会の下に設置した質保証システム部会において、
必要な見直しを引き続き検討する。

◉ 評価結果として「保留」の判定は想定されないこと。
◉ 前回の認証評価における「不適合」となった事項及び改

善が必要と指摘された事項等について、改善内容等を
確認し、評価結果として明らかにすること。

◉ 認証評価を行う委員等の選定や辞した後の状況につい
て、適切な運用を行うこと。

施行通知

109



第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２．経済・財政一体改革の推進等
（２）主要分野ごとの改革の取組

④ 文教・科学技術
（基本的考え方）

イノベーション創出の中核としての国立大学法人については、指定国立大学が先導して、世界の先進大学並みの独立した、個性的か
つ戦略的大学経営を可能とする大胆な改革を可及的速やかに断行する。そのため、より高い教育・研究に向けた自由かつ公正な競争を
担保するため、国は国立大学との自律的契約関係を再定義し、真の自律的経営に相応しい法的枠組みの再検討を行う。その際、現行の
「国立大学法人評価」、「認証評価」及び「重点支援評価」に関し、廃止を含め抜本的な簡素化を図り、教育・研究の成果について、
中長期的努力の成果を含め厳正かつ客観的な評価に転換する。

認証評価制度の改善③（閣議決定）

経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月２１日）

第１部 我が国における今後の教育政策の方向性
Ⅳ．今後の教育政策に関する基本的な方針

５．教育政策推進のための基盤を整備する
（教育研究の基盤強化に向けた高等教育のシステム改革）

変化への対応や価値の創造等を実現するための学修の質の向上に向けた制度等の在り方について、設置基準、設置審査、認証評価、
情報公開の在り方を含め、総合的かつ抜本的に検討することが必要である。特に認証評価制度においては、評価における社会との関係
強化、評価の効率化、国立大学法人評価や設置計画履行状況等調査など、他の質保証制度との連携等についても改善を進める必要があ
る。その際、評価の国際化の状況にも留意しつつ、検討することが重要である。

教育振興基本計画（平成３０年６月１５日）
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認証評価機関一覧 （令和３年５月現在）

機関名 評価の対象 認証日 評価大学数（※） うち不適合数
（※）

公益財団法人 大学基準協会
独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構
公益財団法人 日本高等教育評価機構
一般財団法人 大学教育質保証・評価センター
一般財団法人 大学・短期大学基準協会

大学 平成１６年 ８月３１日
平成１７年 １月１４日
平成１７年 ７月１２日
令和 元年 ８月２１日
令和 ２年 ３月３０日

７２８校
２７８校
６９１校

７校
０校

１２校
１校
７校
０校
０校

一般財団法人 大学・短期大学基準協会
公益財団法人 大学基準協会
公益財団法人 日本高等教育評価機構

短期大学 平成１７年 １月１４日
平成１９年 １月２５日
平成２１年 ９月 ４日

６８７校
４２校
１９校

１校
０校
０校

独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構 高等専門学校 平成１７年 ７月１２日 １４９校 ０校

合計 2,601校 21校

○機関別認証評価（計 ５機関（実数））

※ 認証日から令和２年度までの受審校数（延べ数）
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認証評価機関一覧 （令和３年５月現在）

機関名 評価の対象分野 認証日 評価大学数（※） うち不適合数（※）

公益財団法人 日弁連法務研究財団
独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構
公益財団法人 大学基準協会

法科大学院 平成１６年 ８月３１日
平成１７年 １月１４日
平成１９年 ２月１６日

６６校
７７校
４０校

１０校
１２校
１９校

一般社団法人 ＡＢＥＳＴ２１ 経営（経営管理，技術経営，ファイナンス，経営情報） 平成１９年１０月１２日 ２２校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 経営（経営学，経営管理，国際経営，会計，ファイナンス，技術経営） 平成２０年 ４月 ８日 ８５校 ７校

特定非営利活動法人 国際会計教育協会 会計 平成１９年１０月１２日 ２１校 ２校

一般財団法人 日本助産評価機構 助産 平成２０年 ４月 ８日 ３校 ０校

公益財団法人 日本臨床心理士資格認定協会 臨床心理 平成２１年 ９月 ４日 １３校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 公共政策 平成２２年 ３月３１日 １３校 ０校

公益財団法人 日本高等教育評価機構 ファッション・ビジネス 平成２２年 ３月３１日 ６校 ０校

一般財団法人 教員養成評価機構 教職大学院，学校教育 平成２２年 ３月３１日 ８５校 １校

一般社団法人 日本技術者教育認定機構 情報，創造技術，組込み技術，原子力 平成２２年 ３月３１日 １１校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 公衆衛生 平成２３年 ７月 ４日 ８校 ０校

一般社団法人 ＡＢＥＳＴ２１
公益財団法人 大学基準協会

知的財産 平成２３年１０月３１日
平成２４年 ３月２９日

０校
３校

０校
０校

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 ビューティビジネス 平成２４年 ７月３１日 ２校 ０校

公益社団法人 日本造園学会 環境・造園 平成２４年 ７月３１日 ２校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 グローバル・コミュニケーション 平成２８年 ３月２９日 １校 ０校

一般社団法人 日本ソーシャルワーク教育学校連盟 社会福祉 平成２９年 ２月 ２日 １校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 デジタル・コンテンツ系 平成２９年 ８月２４日 １校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 グローバル法務 令和元年１１月１５日 ０校 ０校

公益財団法人 大学基準協会 広報・情報 令和２年 ３月３０日 ０校 ０校

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 教育実践 令和３年 ５月１０日 ０校 ０校

合計 460校 51校

○分野別認証評価（計 13機関（実数））

※ 認証日から令和２年度までの受審校数（延べ数）
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（※１） 令和元年度までは、判定が保留となった大学に対して、再評価の機会を設けていた。令和元年度の学校教育法の一部改正により、「認証評価機関は、
当該教育研究等の状況が大学評価基準に適合しているか否かの認定を行うこととする」とし、「保留」判定は想定されないこと旨を通知。

（※２） 第１期及び第３期では、「大学基準」に適合しているか否かの判定を保留し、３年以内に「再評価」の受審を課し、適合・不適合を最終的に判定。
第２期では、「大学基準」に適合していることを期限付で認定し、３年以内に「再評価」の受審を課し、適合・不適合を最終的に判定。

（※３） 「大学評価基準」に適合しているか否かの判定を保留し、原則１年以内に「再評価」の申請を課し、適合・不適合を最終的に判定。
（平成２３年度評価分までは、原則３年以内）

（※４） 第３期では、「短期大学評価基準」に適合しているか否かの判定を保留し、指定する期日までに「再評価」の受審を課し、適格、不適格を最終的に
判定。第１期では、「短期大学評価基準」の一部を満たしていないが、改善意思及び改善計画を確認した場合保留し、１年以内に再評価を受け、
適格、不適格とならない場合は、さらにその２年後に再評価を行う。第２期では、適格、不適格の判定に至らない場合は保留とし、指定する期間内に
再評価を行い、適格、不適格とならない場合は、さらにその後に再評価を行う。また、「短期大学評価基準」の一部を満たしていないが、教育に重大
な支障を及ぼすおそれのない場合は条件を付した上で適格とし、指定した期日までに改善報告書の提出を求め、適格・不適格の判定を行う。

（※５） 評価結果が出た後の再調査により、評価結果の取消しや変更がされた後の数。

（※６） 再評価後の保留等の欄には未受審も含む。
「再評価」の他に、「不適合」に対する「追評価」の機会を設けている（２年以内。令和元年度までは大学基準協会及び大学改革支援・学位授与機構
のみ。令和２年度以降は全認証機関。「追評価」を受けるかは大学等の任意。）が、令和元年度まで実績はない。

評価結果と再評価（※１）の実施状況（平成１６年度～令和２年度）

結果の種類 評価結果（※５） 再評価後（※６）

公益財団法人
大学基準協会

適合 ７２７ ７５４

保留・期限付適合（※２） ３０ １

不適合 １２ １４

独立行政法人
大学改革支援・
学位授与機構

大学評価基準を満たしている ４３９ ４３９

大学評価基準を満たしていない １ １

公益財団法人
日本高等教育評価機構

適合 ６６９ ６９８

保留（※３） ３４ ２

不適合 ７ １１

一般財団法人
大学・短期大学基準協会

適格 ６６７ ６８２

保留・条件付適格（※４） １８ ２

不適格 １ １

（機関別認証評価（大学、短期大学及び高等専門学校）の評価実施数）

２２

１５

２９

１

７

４
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● 適合している旨の認定を受けられなかった大学等に対して、文部科学大臣が報告又は資料の提出を要求する。【学校教育法第
109条第７項】

認証評価の結果を踏まえた対応①

● 適合している旨の認定を受けることができなかった大学からの報告等の結果、当該大学が法令に違反していると文部科学大
臣が認めるときは、学校教育法第15条の規定により、改善勧告や変更命令等の措置を講ずる。

大 学

認証評価機関 文部科学大臣

OK！ OK！ OK！ OK！ OK

！
OK！

不適合の大
学

NG× NG×

（※）大学評価基準の大枠
 法令適合性
 特色ある教育研究の進展に資する項目
 ①教育研究上の基本組織、②教員組織、③教育

課程、④施設及び設備、⑤事務組織、⑥三つの方
針（卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・
実施の方針、入学者受入れの方針）、⑦教育研究
活動等の状況に係る情報の公表、⑧内部質保証、
⑨財務、⑩その他教育研究活動等 に関する項目

②評価結果の報告

①認証評価の受審

②評価結果の通知

⑤教育研究活動の
状況について

報告又は資料の要求

⑥報告又は
資料の提出

③各認証評価機関が
定める大学評価基準（※）に
適合しているか否かを認定

④「適合認定」を受けるよう、教育研究水準の向上に努める
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認証評価の結果を踏まえた対応②

【認証評価結果を踏まえた対応の現状】

● 大学教育再生戦略推進費における「申請資格」
⇒ 平成27年度から、「不適合」の判定を受けていないことを各事業共通の申請資格としている。

参考：「認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ）」（平成28年３月18日）より抜粋

大学の優れた取組を重点的に支援する補助金（「大学教育再生戦略推進費」等）について、優れた取組を行う大学の基礎的要件として必要な大学
の教育研究活動の質が担保されているべきであることから、認証評価において「不適合」の判定を受けていないことを事業の申請要件とするなどの
活用について、今後検討していくことが期待される。

● 国立大学法人の中期目標期間における業務の実績に関する評価
⇒ 国立大学法人評価委員会が、国立大学法人に係る教育研究評価を（独）大学改革支援・学位授与機構に要請するに当たっては、認証

評価の結果を踏まえて実施するよう要請することとされている。【国立大学法人法第31条の３第２項】

● 公立大学法人に関する地方独立行政法人評価
⇒ 中期目標期間終了時評価等において、認証評価機関の教育及び研究の状況についての評価を踏まえることとされている。【地方独立

行政法人法第79 条】

● 学校法人の事業計画並びに事業に関する中期的な計画の作成
⇒ 文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、事業計画及び中期的な計画を作成するに当たっては、認証評価の結果を踏まえて作成し

なければならないとされている。【私立学校法第45 条の２第３項】

（参考）

認証評価は大学の教育研究水準の向上に資するよう、複数の認証評価機関が自ら定める大学評価基準に従ってそれぞれ実施するものであるため、基盤的
経費への配分に関しては直ちにその結果を活用する仕組みとすることは難しい。

参考：平成31年4月3日衆・文部科学委員会議事録より（政府参考人答弁抜粋）

認証評価につきましては、その結果について行政処分又は直接的な資源配分に結びつける仕組みとはなっていない。それは、認証評価というのは、文部科学省
令に規定している大枠を踏まえた上で各認証評価機関が独自に定める評価基準で行っておりますので、その認証評価の結果を国立大学運営費交付金や私学助
成の配分に直接活用することは困難であるということでございます。
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（参考） 認証評価の位置付けについて

＜参考①＞

平成14年11月1日 衆・文部科学委員会議事録より（国務大臣答弁の一部を抜粋）
認証評価といいますのは、大学の自己改善を促すということによってその大学の教育研究水準の向上を図るものでございます。その
機関が行います評価結果を大学に通知するとともに社会にも公表するというものでございますが、そういう目的でございますので、資
源配分自体を目的とはしておりません。

（中略）

大学というものがこれから21世紀の知の部分を担っていくということにおいて非常に大事な機関でございますので、それはもっともっと
自己改革をしていく必要がある。そのときに、評価の成果というものを受け取りながらさらに改革を進めていただくということは非常に大
事なわけでございます。それが、直接には資源配分にはつながらないということでございます。

＜参考②＞

平成31年4月3日 衆・文部科学委員会議事録より（政府参考人答弁の一部を抜粋）
認証評価につきましては、その結果について行政処分又は直接的な資源配分に結びつける仕組みとはなっていない。それは、認証
評価というのは、文部科学省令に規定している大枠を踏まえた上で各認証評価機関が独自に定める評価基準で行っておりますので、
その認証評価の結果を国立大学運営費交付金や私学助成の配分に直接活用することは困難であるということでございます。

一方、昨年の中教審答申におきましては、その認証評価結果を踏まえ文部科学大臣が法令違反を認めたとき、そういう法令違反の
場合には、一定の資源配分への影響、反映ということも検討することが指摘されておりますが、その詳細については、今後設置する
予定の、質保証システムに関する部会というのを今後中教審にも設置しますので、そこはそこでしっかりと検討していきたいと考えて
います。

＜参考③＞

学校教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成３１年４月１０日衆議院文部科学委員会）

学校教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（令和元年５月１６日参議院文部科学委員会）
政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきである。

（中略）

三 認証評価における、大学評価基準への適合が認定されなかった大学に対する文部科学大臣からの資料提出要求については、
当該大学の学問の自由、大学の自治への干渉とならないよう十分に留意すること。
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（参考） （独）大学改革支援・学位授与機構が実施する大学機関別認証評価における国立大学法人評価の活用について

● 令和３年度以降に（独）大学改革支援・学位授与機構が実施する大学機関別認証評価においては、国

立大学法人評価における学部・研究科等ごとの教育に係る現況分析の判定結果を含む分析内容を

もって、大学は領域６の各基準の自己評価に代えることができる。（「大学機関別認証評価における第

三者による評価結果の活用に関する要領(平成31年2月12日機構長裁定)において規定。）

分析項目 記載項目

Ⅰ 教育活動
の状況

必須記載
項目

１ 学位授与方針

２ 教育課程方針

３ 教育課程の編成、授業科目の内容

４ 授業形態、学習指導法

５ 履修指導、支援

６ 成績評価

７ 卒業（修了）判定

８ 学生の受入

Ⅱ 教育成果
の状況

必須記載
項目

１ 卒業（修了）率、資格取得等

２ 就職、進学

【国立大学法人評価】 教育に係る現況分析の分析項目及び記載項目（一部抜粋） 【大学機関別認証評価】 （独）大学改革支援・学位授与機構の大学評価基準

領域６ 教育課程と学習成果に関する基準

基準６－１ 学位授与方針が具体的かつ明確であること

基準６－２ 教育課程方針が、学位授与方針と整合的であること

基準６－３
教育課程の編成及び授業科目の内容が、学位授与方針及び
教育課程方針に則して、体系的であり相応しい水準であること

基準６－４
学位授与方針及び教育課程方針に則して、適切な授業形態、
学習指導法が採用されていること

基準６－５
学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われている
こと

基準６－６
教育課程方針に則して、公正な成績評価が厳格かつ客観的に
実施されていること

基準６－７
大学等の目的及び学位授与方針に則して、公正な卒業(修了)
判定が実施されていること

基準６－８
大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が
得られていること

【参考】 大学機関別認証評価における第三者による評価結果の活用に関する要領（平成31年2月12日機構長裁定）（抄）

第３条 その評価の結果を活用できる第三者は、次の各号のいずれかに該当する機関とする。

一 学校教育法第110条第２項に基づき文部科学大臣が認証した評価機関

二国際的な認証を取得又は国際的な相互承認の協定等に加盟している評価機関

三設立後一定期間が経過し、当該分野における主要な評価機関である又は法令等に基づき大学の教育研究活動を含む評価を行っている等の理由により大学機関別認証
評価委員会（以下「委員会」という）が認めた機関

領域１ 教育研究上の基本組織に関する基準

領域２ 内部質保証に関する基準

領域３ 財務運営、管理運営及び情報の公表に関する基準

領域４ 施設及び設備並びに学生支援に関する基準

領域５ 学生の受入に関する基準

評価結果
の活用
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平成22年 ７月 文部科学省「国立大学法人化後の現状と課題について（中間まとめ）」を公表

⇒「国立大学法人評価について、第１期中期目標期間における実施状況を踏まえ、評価方法、対象、

必要書類等の見直しを行う。その際、評価に係る事務負担の軽減に配慮する」

平成23年10月 国立大学法人評価委員会「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の第2期中期目標期間の業務

実績評価に係る実施要領」を決定

⇒「各法人が自己点検・評価や認証評価のために整えた根拠資料・データ等を、国立大学法人評価

にも活用するなど、評価作業の合理化のための工夫をする」

平成24年 ６月 大学評価・学位授与機構において、国立大学法人等の第２期中期目標期間の教育研究の状況について

の評価に係る「評価実施要項」を決定

平成25年 ６月 大学評価・学位授与機構において、「実績報告書作成要領（※）」を決定

⇒認証評価機関による評価結果、提出資料・データ等も、法人評価に係る根拠資料・データ等として

活用可能な旨を明示

令和 ２年 ４月 国立大学法人法の一部改正

⇒国立大学法人評価委員会は、（独）大学改革支援・学位授与機構に認証評価の結果を踏まえて

国立大学法人評価を行うよう要請する旨を明示（第31条の３第２項）

（※）参考 「実績報告書作成要領」（抜粋）
【根拠となる資料・データの示し方】

大学ポートレート(仮称）に登録されているデータや、それらを機構が分析したデータ、または認証評価の評価結果等を、根拠とな
る資料・データとしてそのまま活用する場合には、当該箇所を注記すれば、そのコピー等を添付する必要はありません。

国立大学法人評価における認証評価の結果等の活用状況
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Ⅰ 国立大学法人評価とは

 国立大学法人法第３１条の２及び第３１条の３に基づき、「国立大学法人評価委員会」が、
国立大学法人等の教育研究や業務運営等の実績について、毎事業年度（業務運営・財務内
容等のみ）、４年目終了時及び中期目標期間終了時ごとに評価を実施している。

Ⅰ国立大学法人評価とは ④

2022年度
（R4年度）2016年度

（H28年度）

2017年度
（H29年度）

2018年度
（H30年度）

2019年度
（R1年度）

2020年度
（R2年度）

2021年度
（R3年度）

毎年度の業務実績評価 主として業務運営・財務内容等の進捗確認

第３期中期目標期間全体の評価
・中期目標の達成状況の評価
・教育研究の状況も含めた全般を評価

４年目終了時の評価
・６年間の終了時に見込まれる中期目標の達成状況の評価
・教育研究の状況も含めた全般を評価

第３期中期目標期間

国立大学法人評価の種類・サイクル

 令和４年度は、第３期中期目標期間（平成28年度～令和３年度）全体の評価を実施する時
期に当たり、国立大学法人等の業務の実績のうち教育研究の状況についての評価を、国立
大学法人評価委員会の要請を受けて、（独）大学改革支援・学位授与機構が実施する。

第４期
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諸外国の高等教育における主な機関別評価等について①

英国（イングランド） アメリカ合衆国

質保証機関 英国高等教育質保証機構(QAA)[1997～] 連邦教育省が認定した機関または高等教育アクレディテーション協議会
(CHEA)が認定した機関

主な機関別
評価

質・基準レビュー(2018～)
※ 質・基準レビューは、学生局(OfS)が管理する高等教育機関登録制度の一

部として実施されている。

アクレディテーション(1905～)
※ 国として統一した大学評価制度はなく、国・州から独立した評価機関による

アクレディテーションが行われている。アクレディテーションは各評価機関の会員
資格審査としての性格を有する。

評価サイクル 設定なし。登録後は、学生局が常時モニタリングを行い、問題が見つかっ
た機関に対してレビューを随時実施。

評価機関により異なる。
※ 地域別アクレディテーションでは7～10年。

評価結果の
表し方

適合／不適合
※ 英国の高等教育の基準と質に関する原則である「クオリティ・コード」に適合し

ているか確認。
※ この結果を踏まえて、学生局が登録可否を判定。

評価機関により異なる(それぞれ数種類の評価結果を設定)。
（例） 中部高等教育委員会(MSCHE)：適格認定7種類(認定、条件付

認定、再審査、認定保留、警告、猶予付認定、認定理由提示命
令)と不認定の計8種類

評価後のフォ
ローアップ等

学生局は各登録機関のリスクのモニタリングを常時行うとともに、毎年少
数の登録機関を無作為抽出してサンプル調査を実施。問題が見つかっ
た場合、質・基準レビューを随時実施。

評価機関や評価結果により異なる。
※ 7～10年の長期認定の場合、中間報告書の提出が義務となる場合と、報

告書提出や訪問調査が任意で課される場合に分かれる。条件付認定、保
留、警告等の場合は、追加の報告書提出や訪問調査が課される。

評価結果の
活用

学生局の高等教育機関登録の登録要件の一つ。登録機関は、教育・
研究等の公的資金の交付対象となるほか、学生支援金の受給、Tier 
4学生ビザによる留学生の受入れ、学位授与権及び大学名称使用権
の取得申請が可能。

• 連邦政府奨学金の受給資格を付与。
• 各州による設置認可において、評価機関による適格認定を必要とする

場合がある。

出典：大学改革支援・学位授与機構 「諸外国の高等教育分野における質保証システムの概要」等

※令和３年８月現在
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諸外国の高等教育における主な機関別評価等について②

ドイツ フランス オランダ オーストラリア

質保証機関 欧州高等教育質保証登録簿
(EQAR)に登録された質保証機関の
中からドイツアクレディテーション協議会
(GAC)[1999～]が認定した機関

研究・高等教育評価高等審議
会(HCÉRES)[2014～]

オランダ・フランダースアクレディ
テーション機構(NVAO)[2003
～]

オーストラリア高等教育質・基準機
構(TEQSA)[2011～]

主な機関別
評価

システム・アクレディテーション(2008～)
※ 上記に加えプログラム・アクレディテーショ

ン(2000～)及び代替アクレディテーショ
ン(2019～)があり、3種類のいずれか
を選択し受審することが義務。

※ 代替アクレディテーションは、高等教育
機関が策定した評価手法をGACと当
該機関が置かれる州政府の承認を得
た上で行う評価。

機関別評価(2007～)
※ 前身の研究・高等教育評価機

構(AERES)の活動をHCÉRES
が継承。

※ 上記に加え、学術共同体評価
(2016年～)、研究評価、教育
課程・博士学院評価が実施され
る。

機関別オーディット(2011～)
※ 受審は任意。上記に加え受審

義務のあるプログラム評価
(2003～)がある。プログラム評
価は基準数の異なる2種類が
用意されている。

機関再登録(2012～)
※ 登録(いわゆる設置認可)された高

等教育機関が登録期間延長のた
めに受審する評価のこと。

※ 上記に加えコース別のアクレディ
テーション制度がある。

評価サイクル 8年 5年 6年 7年（上限）

評価結果の
表し方

3段階（適格認定／条件付認定／
不認定）

記述式で表される。 3段階（適格／条件付適格
／不適格）

3段階（登録／条件付登録／登
録不可）

評価後のフォ
ローアップ等

適格認定の期間が半分経過した時点
で、中間評価を実施。

－ 評価結果に応じて以後受審す
るプログラム評価の適用基準が
異なる。例えば、適格の場合は
基準数が少ない方のプログラム
評価を受審。

登録された高等教育機関に対して
リスクアセスメントを毎年実施。リス
クの程度により、次回の機関再登
録受審時の提出資料の範囲・量
や適用基準の範囲が変動する。

評価結果の
活用

－
※ 州レベルの地域評価団体等による外部

評価では、評価結果は州における高等
教育機関への財源配分の際に考慮さ
れる。

ー ー
※ プログラム評価の場合は政府認

定のプログラムプログラム登録簿
(CROHO)に登録され、学位
授与権及びの付与、政府奨学
金等の受給資格を付与。

登録された機関は、高等教育機
関の全国登録簿に登載。オースト
ラリアでの高等教育の提供が引き
続き可能となる。

出典：大学改革支援・学位授与機構 「諸外国の高等教育分野における質保証システムの概要」等

※令和３年８月現在
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諸外国の高等教育における主な機関別評価等について③

韓国 中国 香港

質保証機関 韓国大学教育協議会(KCUE)[1982～] 教育部高等教育教学評価センター(HEEC)
[2004～]

質素保証局(QAC)[2007～]

主な機関別
評価

大学機関別評価認証(2011～)
※ 受審は任意。（法律上は、教育部長官から

認定された機関は、学校の要請に応じて評
価・認証することができると規定されている。
KCUEは「認定された機関」の一つ。実際に
は多くの大学が受審。）

機関別評価(2007～)
①合格評価(2011～)
②審核評価(2014～)
※ 機関別評価には2種類あり、①は新設の大学学部レベ

ル教育を行う機関が対象。②は①を含む機関別評価
で合格歴のある機関が対象。

※ 大学院レベルについては、国務院学位委員会又は省
政府レベルの学位委員会が行う博士・修士の学位授
与権を持つ学科を対象とした評価がある。

機関別オーディット(2008～)
※ 大学教育資助委員会(UGC)より公的資金

を受ける高等教育機関8校が対象。
※ 私立等の他の機関は香港学術及職業資歴

評審局(HKCAAVQ)によるプログラム評価等
を受審。

評価サイクル 5年 ①第3期生卒業後に受審
※合格すると次は5年以上経過後に②を受審。

②5年

5年

評価結果の
表し方

4段階（認証／条件付き認証／認証保
留／不認証）

①3段階（合格／合格保留／不合格）
②等級無し（記述式で表される）

オーディット報告書に記述式で表されるととも
に、「大学への対応の提言」と「優れた点」が
付される場合もある。

評価後のフォ
ローアップ等

評価結果に応じて異なる。「認証」の場合は
結果公表の2年後にモニタリングを受ける。
「条件付き認証」または「保留」の場合は2
年以内に追評価を受ける。「不認証」の場
合は2年後に評価の再申請が可能。

① 「合格保留」の場合は2年間の改善期間を 経て
再評価。「不合格」の場合は3年間の改善期間を
経て再評価

② 受審機関は、評価結果通知後30日以内に改善
計画を教育部等に提出。2年以内に改善報告書
を提出。

オーディット報告書の公表後3か月以内に、
大学は当該報告書に基づくアクションプランを
QACに提出。また、同報告書の公表後1年
半以内に、大学はアクションプランの進捗報
告書をQACに提出し、QACは進捗状況に
対する評価を実施。

評価結果の
活用

法律上、政府が大学を行政的又は財政的
に支援する場合に大学機関別評価認証の
結果を活用することができると規定。

① 「合格保留」、「不合格」の場合は改善期間中の
募集定員の制限・削減の措置。再評価の結果
「不合格」の場合は法律に基づき相応の処罰が
下される。

② 資源配分、学科や専攻の設置、募集定員等、
様々な面で評価結果が考慮される。

ー

出典：大学改革支援・学位授与機構 「諸外国の高等教育分野における質保証システムの概要」等

※令和３年８月現在
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③ 情報公表
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●各大学が公表すべき教育情報を具体的に規定 （平成23年、平成28年、平成29年、令和元年）
【学校教育法施行規則】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。

一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関すること（※後段は３つのポリシー策定義務化に伴う追加（平成28年））
二 教育研究上の基本組織に関すること
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
四 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること
五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画（大学設置基準第十九条の二第一項（大学院設置基準第十五条において読み替えて準用する

場合を含む。）、専門職大学設置基準第十一条の二第一項、専門職大学院設置基準第六条の三第一項、短期大学設置基準第五条の二第一項及び専門
職短期大学設置基準第八条の二第一項の規定により当該大学が自ら開設したものとみなす授業科目（次号において「連携開設科目」という。）に係るものを
含む。）に関すること

六 学修の成果に係る評価（連携開設科目に係るものを含む。）及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること
七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること
九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

２ 専門職大学等及び専門職大学院を置く大学は、前項各号に掲げる事項のほか、学校教育法第八十三条の二第二項、第九十九条第三項及び第百八条第五
項の規定による専門性が求められる職業に就いている者、当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との協力の状況についての情報を公表するものと
する。（※専門職大学設置基準の制定に伴う追加（平成29年））
３ 大学院（専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当
たつての基準についての情報を公表するものとする。（※大学院における３つのポリシー策定義務化に伴う追加（令和元年））
４ 大学は、前各項に規定する事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。
５ 前各項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うも
のとする。

●情報公表への取組状況を認証評価における評価の対象に位置付け（平成23年）
【学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令】
第一条 学校教育法 （略）第百十条第三項に規定する細目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一 大学評価基準が、法及び学校教育法施行規則 （略）並びに大学（（略））に係るものにあっては大学設置基準 （略）に、それぞれ適合していること。
二～四 （略）

２ 前項に定めるもののほか、法第百九条第二項の認証評価に係る認証評価機関になろうとする者の認証の基準に係る法第百十条第三項に規定する細
目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。
一 大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を行うものとして定められていること。

イ～ヘ （略）
ト 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること。
チ～ヌ （略）

【学校教育法】
第百十三条 大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況を公表するものとする。

●教育研究活動の状況の公表に関する義務について法律レベルで規定 (平成19年）

●大学における教育研究活動等の状況について積極的に情報提供する義務を規定（平成11年）
【大学設置基準】（当時）
第二条の二 大学は、当該大学における教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって積極的に情報を

提供するものとする。 （※平成22年に条削除、平成23年に学校教育法施行規則第172条の２を新設）

大学の教育研究活動等に関する情報公表制度等

124



公表を行った教育研究活動等の情報
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学事暦の柔軟化の状況

履修単位の登録上限数

シラバスの内容

早期卒業の状況

大学院への飛び入学の状況

ＦＤの実施状況や活動状況

ＳＤの実施状況や活動状況

【大学全体】

国立 公立 私立

【出典】：文部科学省「平成30年度の大学における教育内容等の改革状況について」 125



大学ポートレートで発信している主な大学情報

各大学の情報提供の負担軽減

【評価機関等】

国内外への情報発信

【大学進学希望者等】教育情報の活用による
大学活動状況の把握・分析

【大学】

平成２７年３月より大学ポートレートによる国公私立大学の大学情報の発信を開始。（https://portraits.niad.ac.jp/）

データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築。

○大学の多様な教育活動の状況を、国内外の様々な者にわかりやすく発信。
→ 大学のアカウンタビリティの強化、進学希望者の適切な進路選択支援、我が国の高等教育機関の国際的信頼性の向上

○大学が教育情報を自らの活動状況を把握・分析することに活用。
→ エビデンスに基づく学内のPDCAサイクルの強化による大学教育の質的転換の加速。外部評価による質保証システムの強化。

○基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し、各種調査等への対応に係る大学の負担軽減。
→ 大学運営の効率性の向上

【大学単位で公表する情報】
・大学の基本情報
・大学の教育研究上の目的等
・大学の特色等
・教育研究上の基本組織
・キャンパス
・評価結果
・学生支援（修学支援、就職・進路選択支援等）
・課外活動

【学部・研究科等の単位で公表する情報】
・教育研究上の目的と３つの方針
・学部・研究科等の特色
・教育課程（取得可能な学位、学問分野、学修の成果に係る評価等）
・資格
・入試（入学者数、入試方法等）
・教員（教員組織、教員数、教員の有する学位・業績）
・学生（収容定員、学生数）
・キャンパス
・費用及び経済的支援（授業料等、奨学金、授業料減免）
・進路（卒業・修了者数、進学者数・就職者数）

大学ポートレートについて

概要・趣旨

大学ポートレート

126
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令和３年度参加状況（令和３年８月現在）

大学ポートレートの概況

国立大学 公立大学
公立

短期大学
私立大学

私立

短期大学

株式会社立

大学
合計

全86校 全98校 全14校 全618校 全288校 全4校 全1,108校

参加 86校 83校 12校 590校 282校 3校 1,056校

（国内） (100.0%) (84.7%) (85.7%) (95.5%) (97.9%) (75.0%) (95.3%)

令和２年度公表画面アクセス数

令和２年度の月平均アクセス数：429,414

（参考）前年度の月平均アクセス数：427,778
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連携

設置形態別
の大学団体 認証評価機関

大学ポートレート運営会議
－大学コミュニティによる自律的運営－

学識を
有する者

関係団体

大学ポートレートの概況―運営体制
○ 「大学ポートレート」の運営方針は、設置形態ごとの大学団体、認証評価機関、日本私立学校振興・共済事業

団等の関係事業を行う団体、有識者からなる「大学ポートレート運営会議」が決定。

○ 運営方針に基づき、大学改革支援・学位授与機構に置かれる「大学ポートレートセンター」が日本私立学校振興・
共済事業団と連携・協力しながら運営。

○ 国公私立共通のプラットフォームの提供及び国公立大学の情報の取扱いについては大学改革支援・学位授与機
構が、私立大学の情報の取扱いについては日本私立学校振興・共済事業団が担当。

有識者等

大学改革支援・学位授与機構
大学ポートレートセンター

運営会議が決定した方針に則り大学ポートレート業務を執行

高等学校
関係者
（※全国高等学校
協会、日本進路指
導協会、全国高等
学校PTA連合会
等）

産業界
関係者

ステークホルダー・ボード
（関係者のニーズの把握）

意見聴取
反映

文部科学省

運営方針等の審議

日本私立学校振興・
共済事業団

国公立大学等
の参加機関

予算措置

運営負担金

※日本私立学
校振興・共済
事業団は貸付
事業の収益に
より運営

私立の情報 国公立の情報

協力・支援
中教審等からの提言
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【国内版】 トップページ・国公私共通検索画面

取組状況―公表画面・公表項目①

○国公私立共通に公開

する教育情報：

「学教法施行規則等

で公表が義務づけられ

た情報」、「外部評価

の結果」に加えて 「大

学進学希望者や保護

者の関心の高い情報

」や「大学の特色が分

かる情報」を含める。

https://portraits.niad.ac.jp/

https://portraits.niad.ac.jp/
https://portraits.niad.ac.jp/
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【国内版】

国公立版

公表項目

（令和２年度）

取組状況―公表画面・公表項目②
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【国内版】私学版 公表項目（令和２年度）

取組状況―公表画面・公表項目③

※私学版は日本私立学校振興・共済事業団がウェブサイトを運営


